
※中間（H26）：81.5％、最終（H31）：82.5％

※中間（H26）：91.0％、最終（H31）：92.0％

※中間（H26）：●●、最終（H31）：●●

※中間（H26）：●●、最終（H31）：●●

◆Ａ：年度別目標を（上回って）達成 ◆Ｂ：年度別の目標の値を８０%以上達成 ◆Ｃ：年度別の目標の値を６０%以上達成
◆Ｄ：年度別の目標の値が６０%未満 ◆―：今年度は成果指標の測定ができないもの

【指標３】

20716

90.0

98.2

Ｈ２３年度

目標設定の考え方

基準値（H20年度）

達成率(a/b) %

基準値（H21年度）

Ｈ２２年度 Ｈ２４年度 Ｈ２５年度

Ｈ２５年度

評　価

■　【参考１】基本計画で定めている成果指標を補完する指標（サブ指標）

Ｈ２４年度

目標設定の考え方

達成率(b/a) %

99.4

Ｈ２３年度Ｈ２２年度

90.2
89.9 89.0 89.2

90.6 90.8
87.9

評　価

結果の分析

81.8

目標設定の考え方

指標と説明

基準値（H20年度）

B

79.1

結果の分析

90.4

80.5 80.9 81.1

16

基準値（H20年度）

○子どもがいきいきと学校生活を送っている。

81.3

「全国学力・学習状況調査」（文部科学省）で「理解しやすい」と回答した児童生徒数の伸び率
（全国平均）を参考に、目標として設定しました。

様々な研修を通して教員の資質向上を
図るとともに、授業改善を行うなど、これ
までの取組が教員の授業力向上につ
ながっていること、また、全校に配置し
た支援教育支援員による一人ひとりの
ニーズに合ったきめ細かな指導の継続
等により、徐々に数値が向上しているも
のと考える。80.7

実績値(b)

１　幼児教育の振興
　　幼稚園への就園を奨励するとともに、幼稚園、保育所、小学校の連携体制を強化するなど、教育環境の充実を図ります。
２　教育内容の充実
　　児童・生徒一人ひとりの確かな学力と豊かな心や感性をはぐくむため、基礎的な知識・技能の習得や体験的な学習を進めるとともに、学校体育や保健指導・食
育指導の充実を図り、生きる力をはぐくむ特色ある教育を進めます。
３　支援・相談体制の充実
　　外国人児童・生徒や特別支援の必要な児童・生徒などへの教育支援を充実するとともに、いじめ、不登校、非行などの問題を未然に防止し、問題発生後の早期
解決を図るため、児童･生徒、保護者からの相談体制の充実を図ります。
４　教職員の確保と育成
　　大学などとの連携を強化するとともに、特色ある教育のＰＲに努め、相模原における教育の魅力を継承する、即戦力となる教職員の確保・育成を進めます。
　　また、教職員の指導力を向上させるために、教職員の研修・研究・指導体制の充実を図ります。
５　教育環境の整備と充実
　　地域の実情を踏まえた小・中学校の配置や規模の適正化、通学路や学校内における安全確保の取り組みを進めるほか、校舎・屋内運動場・トイレの改修、給食
体制の整備、情報化環境の向上などを図ります。

評　価

■　基本計画で定めている指標と各年度の目標及び実績

指標と説明

Ｈ２４年度

81.5

Ｈ２５年度Ｈ２２年度 Ｈ２３年度

めざす姿

目標設定の考え方

結果の分析

A

小野澤　敦夫

目標値(a)

達成率(a/b) %

【指標31】授業が分かりやすいと感じている児童・生徒の割合
⇒義務教育において、学習内容を習得しているか、その方向にあるかを見る指標【単位：％】

NO

NO

心豊かな子どもをはぐくむ教育環境をつくります

学校教育の充実

教育局

施 策 名

政策の基本方向

■　施策の目的・概要

局 ・ 区 長 名

平成 年度

■　新・相模原市総合計画での位置づけ

26 総合計画　施策進行管理シート
施策コード

基 本 目 標 ⅡNO

【指標１】

取り組みの
方向

7

学びあい　人と地域をはぐくむ教育・文化都市

施 策所 管局

97.5
実績値(b)
目標値(a)

指標と説明

目標値(a)
実績値(b)

実績値(b)

79.1
97.8

指標と説明

【指標２】

目標値(a)

【サブ指標１】

結果の分析

98.2

達成率(a/b) %

Ｈ２４年度

子どもの豊かな人間関係づくりをめざし
た人権福祉教育の推進や、子どもが安
心して学べる学校づくりを進めるための
小・中連携教育の推進等の取組の成
果が徐々に現れたものと考える。

評　価

Ｈ２３年度Ｈ２２年度

98.0 100.5

【指標32】学校を楽しいと感じる児童・生徒の割合
⇒児童・生徒がいきいきと学校に通っているかを見る指標【単位：％】

「全国学力・学習状況調査」（文部科学省）で「学校で友達と会うのが楽しい」と回答した児童生
徒数の伸び率（全国平均）を参考に、目標として設定しました。

100.6

Ｈ２５年度



≪施策を構成する主な事業（事務事業）の決算額≫ 【単位：千円】

平成２６年度
指標・目標
（Ｐｌａｎ）

事業の概要
指標・目標（Plan) 実績（Do)・評価等（Check)

■　施策を構成する主な事業（事務事業）の取組結果（Ｐｌａｎ・Ｄｏ・Ｃｈｅｃｋ）

施策を構成する事業名【所管課名】

幼・保・小連携推進事業 【学校教育課】

22,839

0

45,005【相模川自然の
村体験教室】

【保育課】

30

39,329

小・中学校連携事業

体験学習推進事業

11,412

110

0

919

0200200

130

4,185

855

90

0

【学校教育課】

【学校教育課】

5 41,624

32071

平成２５年度

人 件 費

H22年度 H23年度 H25年度

3,652,929

■　施策推進のための経費（決算額）※Ｈ２５年度は見込額

2,267,201 2,776,817

【単位：千円】

319,986

4,278

302,292

（仮称）上溝学校給食センターの施
設整備事業及び市立小・中学校屋
内運動場の改修事業（１棟から10棟
に増）などにより、大幅な増額となっ
ている。

2,576,622 4,397,069

総事業費の増減分析

309,421

事 業 費

278,556

Ｈ２３年度

354,485

Ｈ２１年度 Ｈ２２年度

2,738

総事業費

6,102

①　職員間の情報連携・交流
事業による行動連携など、本
市の幼・保・小連携についての
あり方を推進するため､連携推
進協議会を２回開催し、これま
での検討課題を踏まえて連携
の充実を図る
②　実践協力校３校を委託

幼・保・小連携推進事業

5,570

1

2

実績（Do)・評価等（Check)

【学校教育課】

義務教育期間における学校生活や学びの連続性を大切に
した学校づくりを目指し、小・中学校連携教育の充実を図
る。

【学校教育課】

小中一貫校設立に向け、これ
までの成果や課題等を検証
し、小中一貫教育のあり方を
協議するための研究会を開催

実
績

実
績

これまで検討してきた津久井地域の幼
稚園及び保育園のあり方を、子ども・子
育て支援新制度を踏まえ、見直しを行っ
た。

①２回の協議会の中で、小学校が幼・
保・小の連携を具体的に推進していくに
あたって、連携のあり方や進捗状況を把
握できるように資料（連携ステップ表・接
続シート）を作成し、全校に配信すること
ができた。
②３校の実践協力校による地域の特色
をいかした実践事例をもとに、協議会で
望ましい連携のあり方について検討を
行うとともに、連携の重要性を周知する
ために、事例等を掲載したパンフレット
を作成し全校に情報提供を行うことがで
きた。

4

（仮称）市立幼稚園の基本指
針・津久井地域の公立保育所
の基本指針の策定

①幼・保・小連携を
推進するため､市内
の小学校並びに幼
稚園・保育園に連携
の現状についてアン
ケート調査を実施し、
幼・保・小の連携の
現状や課題を把握
する。
②実践協力校の取
組を市内に周知す
る。

5

【相模川自然の
村体験教室】

小中一貫校設立に向けた研究 【学校教育課】

「さがみはら未来をひらく学びプラン」に基づき、幼稚園、保
育園から小学校への円滑なつながりを図るため、就学前教
育と小学校教育の効果的な情報連携と行動連携を目指
す。 評

価

3,591

市立幼稚園・保育園の一体的な保育・
施設整備の推進

津久井地域における、子どもたちの健全な教育環境の充
実を図り、幼児教育と保育サービスの連携体制を強化する
ため、市立幼稚園と保育園の一体的な保育・施設整備の
検討を行う。

施策に対する市民１人あたりコスト
【単位：円】

体験学習事業及び集団宿泊生活を通して、児童・生徒の
創造性、主体性の育成を図る。

事業の概要

3

0

事業名【所管課】

小中一貫校設立に向けた
研究

市立幼稚園・保育園の一
体的な保育・施設整備の推

H21年度

4

2

365

1

一定の研究成果が得られたことから、今
後、小・中一体型連携教育推進校として
方向性を定め地域の特性を生かした連
携教育を推進する。

①学校のねらいを達成できるよう事前に
学校と指導主事とで打合せをより充実さ
せた。
②複数協力者での活動指導を実施し、
経験を積む中で単独指導が可能となっ
たことにより増員につながった。

　各中学校区では連携協議会の中で、
小・中学生の９年間の円滑な接続を図る
ために、学習習慣や生活習慣のルール
を統一するなど、指導方法の改善など
についての協議が持たれている。また、
学校担当指導主事が連携協議会に参
加することで、先進的な取組等の事例
が共有され、地域の実態に応じた授業
交流や児童・生徒間交流、学校行事を
通じての保護者や地域との連携・交流
などが実践されてきている。

①全中学校区で協
議会及び交流授業
等の開催
②推進中学校区を６
中学校区に委託

定期的にこれまでの成果や課題を協議
するとともに研究発表会を開催

①体験学習をしてよ
かったと感じる子ども
の割合：７８％超
②４４名の指導者確
保

4,077,083

Ｈ２５年度

1,672,028

平成２６年度
指標・目標
（Ｐｌａｎ）

相模湖幼稚園及び
与瀬保育園につい
て、本格的に一体的
な運営を行う。また、
平成27年4月の新制
度導入を目指し、例
規の整備を行う。

※職員１人あたりの人件費は、H21年度745万円、H22年度726万円、H23年度717万円、H24年度679万円、H25年度683万円として計算（人口は、毎年度10月1日現在の人口統計数値を使用）

■　施策を構成する主な事業（事務事業）の取組結果（Ｐｌａｎ・Ｄｏ・Ｃｈｅｃｋ）

Ｈ２４年度

1,950,584

指標・目標（Plan)

①　全中学校区で協議会及び
交流授業等の開催
②　推進中学校区を４中学校
に委託
③　小中連携担当者会の開催

4,007,414 3,079,109

評
価

①幼・保・小連携推進協議会を２回開催
し、連携ステップ表及び接続期カリキュ
ラムを作成し、全校に情報配信した。
②実践協力校として３校に委託し、地域
の特色をいかした取組を行うとともに、協
議会への情報提供を行った。

平成２５年度

青野原小学校と青野原中学校を小中一貫教育研究パイ
ロット校として、９年間で計画的かつ継続的に行う教育課程
や児童・生徒指導のあり方について検討し、小中一貫校設
立を目指した取組みを行う。

実
績

①７５．６%(平成２４年度７４．３%)
②４２名の指導者確保

番号

①全中学校区において連携協議会を
開催
②各中学校区の特色をいかした教員間
や児童・生徒間の交流等を実施
③担当者会開催の代替として学校担当
が全中学校区の協議会に出向き情報提
供等を実施

相模湖幼稚園及び与瀬保育園につい
て、新制度を見据えた運営を開始でき
た。

評
価

体験学習推進事業 実
績

小・中学校連携事業

【保育課】

40,939

H24年度

370390

①　体験学習をして良かったと
感じる子どもの割合：75%超
②　ふるさと自然体験教室の
指導協力者数：42人

実
績

評
価

施策を構成する事業名【所管課名】

3

評
価



≪施策を構成する主な事業（事務事業）の決算額≫ 【単位：千円】

2,611

88,623 89,546 128,260

青少年・教育相談事業

11児童・生徒健全育成事業 【学校教育課】

252,323

10特別支援教育推進事業 【学校教育課】 86,142 85,181

H24年度

【青少年相談センター】 179,508 246,742 247,943 247,805

番号 事業名【所管課】 H21年度 H22年度 H23年度

①子どもを主体とし
たいじめ防止フォー
ラムの開催
②子どものいじめに
関する審議会を設置
③児童支援専任教
諭の配置

学校・家庭・地域ぐるみで、それぞれの役割を担いながら共
通認識を持ち、子どもたちを見守る取組を支援する。

評
価

①広く市民に啓発するために会場の場
所等について検討する必要がある。
②より多くの市民の目に触れるように、
いじめ防止啓発用ポスターの掲示場所
を再検討する必要がある。

11

児童・生徒健全育成事業 【学校教育課】
①　いじめ防止対策フォーラム
の開催
②　いじめ防止啓発用物品（ク
リアファイル等）の配布、いじめ
防止啓発用ポスター等の作
成・配布

実
績

①平成２５年１１月１７日にユニコムプラ
ザにおいていじめ防止フォーラムを開
催。子ども関係団体関係者１０５名、一
般市民７３名が参加した。
②クリアファイルを全児童・生徒向けに
配布、いじめ防止啓発用リーフレットを
全家庭に配布、いじめ防止啓発用ポス
ターを庁内窓口課に掲示した。

特別支援教育推進事業 【学校教育課】
①　就学相談に沿った特別支
援学級の開設
②　支援教育支援員（名称変
更）の全校配置
③　支援教育指導員の増員に
向け検討

実
績

①就学相談に沿った特別支援学級（難
聴・弱視・病弱）の開設を行った。
②支援教育支援員の全校配置を行っ
た。
③支援教育指導員の増員に向け検討
を行った。

①就学相談に沿った
適切な特別支援学
級の開設を行う。
②支援教育指導員
による巡回相談につ
いては、効果的な活
用が図られるよう検
討する。

教育的支援が必要な児童及び生徒に対して、きめ細かな
支援を行う体制を充実させるために、支援教育支援員を配
置し、支援教育の充実を図る。

評
価

支援教育指導員の増員の検討過程で、
巡回相談の実施方法等の見直しという
新たな課題が生じた。

（Ｐｌａｎ）指標・目標（Plan) 実績（Do)・評価等（Check)

青少年・教育相談事業 【青少年相談センター】

【学校教育課】

①小、中学校ともにカウンセラーが教職
員に対して助言を行うコンサルテーショ
ンの割合が高まった。
②長期欠席の児童・生徒に関わるケー
スが増えるとともに保護者と学校との関
係を再構築することができたり、関係機
関へと繋ぐことができた。

10

少人数指導体制の充実

H25年度

青少年の心の成長を促すとともに、心の問題の解決を図る
ため、電話相談や市立小中学校への学校出張相談、「相
談指導教室」へのカウンセラーの派遣、スクールソーシャル
ワーカーの配置など、相談事業の充実を図る。

57,370

2,153

6 59,70660,710

38 32

9

9

①　青少年教育カウンセラー
の派遣を原則小学校週１回、
中学校は週１～２回とし、要請
相談にも対応
②　スクールソーシャルワー
カー３名で全市対応を実施し、
支援の充実を推進

実
績

①小学校出張相談（総数29,691件）、中
学校出張相談（総数19,534件）ともに「コ
ンサルテーション」、「登校しぶり」の相談
の割合が増加している。
来所・電話相談（13,288件）では、「不登
校」の相談の割合が減少し、「登校しぶ
り」は増加している。また、「性格・行動上
の問題」の相談の割合も増加している。
②スクールソーシャルワーカーを３名配
置し、家庭環境に起因した不登校など
の問題行動がある児童・生徒及び保護
者に対して、学校や関係機関と連携し、
６５ケースに対する支援を実施した結
果、そのうち１９件が終結した。

【学校教育課】

7 豊かな知識、経験等を有した地域の方の教育力を学校教
育活動において活用することにより、市立小中学校におけ
る創意工夫ある教育活動の実践及び学習指導、実技指導
等の充実を図る。

地域人材活用事業

6

①学校支援ボランティ
ア活動等の支援
②小・中学校への指導
協力者派遣
③小・中学校への土曜
日等教育課程外の活動
への指導者派遣：延１６
０回（２０回×小中学校
８校）

①学校支援情報システムによる情報提
供、キャリアアップ認定証の発行など、
学校支援ボランティア活動等を支援
②小・中学校への指導協力者派遣：延
４，３６０回

少人数指導等支援：小学校１７校､　中
学校９校に非常勤講師を配置

①少人数指導担当
者のための研修会実
施
②非常勤講師の効
果的な配置の検討

少人数指導等支援：小学校１
７校､中学校９校に非常勤講師
を配置

39,63860,226

地域人材活用事業

0

実
績

少人数指導体制の充実

5,069

学校改善支援システムと学校評価の実施状況を定期的に
検証するため、「学校改善支援システム検証委員会」を設
置し、システムの改善・向上に努める。

評
価

学校改善支援システム「かがやき」研究
会を開催

「かがやき」を活用した教育委員会の支
援の在り方について検討し、一定の成
果が得られた。

①青少年教育カウン
セラーの小中連携型
配置の更なる充実を
図り、学校出張相談
担当者会を学校教
育課と合同で開催
②教職員を対象とし
た校内での研修を充
実

評
価

8

学校評価事業 【学校教育課】

2,2482,460

児童・生徒の基礎学力定着のため、授業におけるきめ細か
な指導を行う少人数指導体制の充実を図る。

【学校教育課】

子どもたちが多様な人々と関わり、様々
な経験を重ね、現実としっかり結びつい
た知識を得ることができ、教育の質を高
めることができた。

評
価

評
価

実
績

①　学校支援ボランティア活動
等の支援
②　小中学校への指導協力者
派遣：延4,360回　（１回小学校
45分・中学校　50分×40回×
109校）

実
績

小・中学校ともに一人ひとりに対してのき
め細やかな指導により、個々の学力の
実態に応じた指導を行うことにより基礎
基本の学力の定着が図られた。

学校改善支援システム「かが
やき」研究会を開催し、学校改
善支援システムの改善向上を
図る

8学校評価事業 【学校教育課】 137 38

2,4397 【学校教育課】



≪施策を構成する主な事務事業の決算額≫ 【単位：千円】

36,63720 64,693 15,080 22,436 125,262
情報教育推進事業（PC教
室の更新)

【総合学習センター】

252,798

19 64,409 78,127 49,980 51,156 644,814

18 281,067 268,765 214,090 205,628

52,811

17 683,414 888,6291,668,0091,528,0311,293,976

16 212,195 315,003 650,003 339,980
学校給食施設設備整備事
業

市立小・中学校校舎改修
事業

ＩＣＴの効果的な活用によってわかりやすい授業を展
開するための機器整備を行う。

評
価

①　目標にそったＰＣ機器等の整備を行
い、ＩＣＴ機器を活用した授業を展開する
ことができた。
②　今後３ヶ年（Ｈ26～28）における情報
教育推進のための指針とすることができ
た。

番号 事務事業名 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

１０校（１０棟）改修
教育環境の改善のため、屋内運動場の改修工事を行う。 評

価
予定どおり実施

20

①　ＰＣ教室コンピュータ・ソ
フト・什器の更新
　・小学校２１校
　・中学校なし
②　今後の情報教育推進に
ついて学校の情報化グラン
ドデザイン（H26～H29）を
策定

実
績

①ＰＣ教室コンピュータ・ソフト・什器の
更新　・小学校２１校
②『学校の情報化推進計画』を文科省
「教育の情報化ビジョン」及び「中期実
施計画」に合わせて３か年計画（H２６～
H２８）で策定

①ＰＣ教室コンピュー
タ・ソフト小学校２８校
更新
②タブレットPC導入・
活用モデル事業（４
校）

情報教育推進事業（PC教室の更新)

評
価
予定どおり実施

19 １０校（１０棟）改修

実
績
１０校（１０棟）改修【学校施設課】市立小・中学校屋内運動場改修事業

３校（３棟）改修
教育環境の改善のため、校舎の改修工事を行う。 評

価
予定どおり実施

18 １０校（３０箇所）改修

実
績
１０校（３０箇所）改修

１０校（３１箇所）
　改修教育環境の改善のため、トイレの改修工事を行う。

評
価
予定どおり実施

17 ６校（６棟）改修

実
績
６校（６棟）改修【学校施設課】市立小・中学校校舎改修事業

平成２６年度
指標・目標
（Ｐｌａｎ）

事務事業の概要 指標・目標（Plan) 実績（Do)・評価等（Check)

16
小学校１校改築準備工事を
実施

実
績
１校（清新小学校）の改築準備工事を実
施した。

①改築工事を実施
（１校）
②改築工事設計を
実施（１校）

①学習指導要領研
修講座や授業公開
研修講座等、授業力
向上を図る研修を充
実させ、研修内容の
満足度を上げる。
②　研修の実施方法
を工夫し、１人当たり
研修参加回数４回以
上を確保する。

62,4141,299,174

■　施策を構成する主な事業（事務事業）の取組結果（Ｐｌａｎ・Ｄｏ・Ｃｈｅｃｋ）
施策を構成する事務事業名 平成２５年度

15
（仮称）上溝学校給食セン
ター施設整備事業

【学校保健課】 89,231

6,911 4,560

14教職員研修事業 【総合学習センター】 6,600 4,970 5,838

【学校保健課】

7,978 6,851

13教員採用選考試験の実施 【教職員課】 0 1,811 2,652

センター校の単独校化及び施設の改築を計画的に行う。

12
さがみ風っ子教師塾の運
営

【総合学習センター】 4,036 3,877 4,194 3,426 2,936

清新学校給食センターの老朽化に伴い、新たに（仮称）上
溝学校給食センターを整備する。

評
価
予定どおり実施

（仮称）上溝学校給食センター施設整備
事業

【学校保健課】
新築工事を実施（24、25年度
の継続事業）

実
績
新築工事を実施した。

優秀な人材を集める
ため大学推薦者特
別選考の対象教科
等を拡大して実施

教育に対する理想と情熱を持つ教員を確保するため採用
選考試験を実施する。

評
価
多くの受験者の中から、優秀な人材を
採用することができた。

14

教職員研修事業 【総合学習センター】
①　研修内容の満足度（４点
満点）「学びがあったか」：3.5
点、「今後の活用」：3.5点
②　１人当たり研修参加回数：
４回

実
績

①研修内容の満足度（４点満点）
　「学びがあったか」：３．8点
　「今後の活用」：３．６点
②１人当たり研修参加回数４．０回

①大学説明会回数：
１５回以上
②入塾者の満足度
（４点満点）「学びが
あったか」：３．８点
③スキルアップコー
スの周知及び円滑な
運営と内容の充実を
図る。

さがみ風っ子教師塾を通して、さがみはら教育の魅力を理
解し、その発展と充実に寄与しようとする強い意志をもった
人材の養成を行う。

評
価

①市内及び近隣の大学で説明会を実
施したことにより、広く周知することがで
きた。
②内容に合わせたグループ編成と、き
め細やかな講師陣の支援により、受講
者の高い満足度を得ることができた。
③検討委員会及びワーキングで検討を
重ねたことにより、今後の方向性を明確
にすることができた。

13

教員採用選考試験の実施 【教職員課】
本市の教員を希望する優秀な
人材を採用するため、教員採
用選考試験を市単独で実施

実
績

受験倍率(受験者数/合格者数）
　全体４．７倍(小学校：３．７倍、中学校：
５．８倍、養護教諭：９．３倍）

12

さがみ風っ子教師塾の運営 【総合学習センター】
①　塾生の幅広い募集のため
の大学説明会回数：１５回以上
② 入塾者の満足度（４点満
点）「学びがあったか」：3.8点
③　これまでの成果を検証し、
今後の教師塾の在り方につい
て検討する。

実
績

①大学説明会回数　１７回　(１５９人)
②入塾者の満足度（４点満点）
　「満足した」：３．９０点（昨年度は３．８８
点）
　※全２０回のうち、第１５回までにおけ
る満足度
③今後の教師塾の在り方について、３回
の検討委員会と６回の検討ワーキングを
実施し、第６期から現職教員対象のスキ
ルアップコースを開設することとした。

市立小・中学校トイレ改修事業

教職員に必要な専門的資質・能力の充実と指導力の向上
を図る研修を実施する。 評

価

①研修における協議を充実させ、学校
内での実践につながる実効性のある研
修を実施することにより、アンケートの満
足度は、「学びがあったか」「今後の活
用」の２点とも目標数値を達成できた。
②研修形態や実施時期の工夫により多
くの教職員が研修に参加し、１人当たり
の研修参加回数は目標値を達成でき
た。

15

【学校保健課】

【学校施設課】

学校給食施設設備整備事業

市立小・中学校トイレ改修
事業

市立小・中学校屋内運動
場改修事業

【学校施設課】

【学校施設課】

【学校施設課】

【総合学習センター】



Ａ：施策の目標達成に向けて十分に事業の効果が現れている Ｂ：施策の目標達成に向けて一部の事業の取組に改善が必要
Ｃ：施策の目標達成に向けて事業の取組に大幅な改善が必要

・津久井地域の幼保一体的な保育・施設整備の推進については、児童数の減少や施設の老朽化、旧相模原市域との保育サービスの
格差の解消などについて、津久井地域の実情を踏まえた市立幼稚園のあり方と整合を図りながら、公立保育所の適正な規模や配置を
検討する必要がある。

・津久井地域の幼保一体的な保育・施設整備の推進については、目標とした基本指針の策定には至らなかったが、平成24年度に幼保
一体化の推進に向け、併設施設として整備した与瀬保育園と相模湖幼稚園において、子ども・子育て支援新制度の導入を見据え、給
食や行事の合同実施など、幼保一体的な運営の試行を開始した。

・津久井地域の幼保一体的な保育・施設整備の推進については、相模湖幼稚園と与瀬保育園を子ども・子育て支援新制度における幼
保連携型認定こども園へ移行するにあたっての課題や問題点を整理して基本指針の策定を行うとともに、施設整備の済んでいない津
久井地域の幼稚園及び保育園の施設整備について、引き続き検討を行っていく。

・支援教育指導員による巡回相談については、要請が増えている状況である。

・支援教育支援員による教室内外による個別の支援やグループ支援など充実が図られ、児童・生徒が落ち着いて学校生活が送れるよう
になってきた。また、支援教育コーディネーターと連携し、校内支援体制の充実も図られてきた。
・学校からの巡回相談の要請が増え、内容も多岐にわたり、支援教育指導員の担う役割が質的にも量的にも増加してきた。

・スクールソーシャルワーカーを３名配置し、家庭環境に起因した不登校などの問題行動がある児童・生徒及び保護者に対して、学校
や関係機関と連携し、６５ケースに対する支援を実施した結果、そのうち１９件が終結した。

・小、中学校ともにカウンセラーが教職員に対して助言を行うコンサルテーションの割合が高まった。また、長期欠席の児童・生徒に関わ
るケースが増えるとともに保護者と学校との関係を再構築することができたり、関係機関へと繋ぐことができた。

・少人数指導については、学習及び生活の両面におけるきめ細やかな指導を展開し、子どもの学びの充実を図る必要がある。

○施策を構成する主な事業においては、概ね指標・目標が達成できたものの、「特別支援教育推進事業」や「児童・生徒健全育成事
業」では新たな課題が生じたことや、成果指標３２については目標を達成することはできなかったため、１次評価をＢとした。

■　総合分析及び市の自己評価（１次評価）（Ｃｈｅｃｋ）

・小学校１７校及び中学校９校に非常勤講師を配置したことにより、小・中学校ともに一人ひとりに対してのきめ細やかな指導ができ、
個々の学力の実態に応じた指導を行うことにより基礎学力の定着が図られた。

２次評価

B

・津久井地域の幼保一体的な保育・施設整備の推進については、これまで検討してきた津久井地域の幼稚園及び保育園のあり方につ
いて、子ども・子育て支援新制度を踏まえて、見直しを行った。相模湖幼稚園と与瀬保育園については、新制度における幼保連携型認
定こども園へ移行することとし、城山及び藤野地域を含むその他の施設についても、新制度を踏まえた位置づけと、施設整備について
検討を行った。
・小・中連携推進事業では、学校行事や児童会・生徒会活動などを通した児童・生徒間交流、中学校の教師が小学６年生を対象にした
出前授業、相互の授業参観等を実施し、小・中９年間のスムーズな学びと成長を図る取組が推進できた。また、学校だよりや学校ホーム
ページ等により、取組の紹介や地域への協力を呼びかけた。
・支援教育支援員の全校配置により、各学校では、個別の支援と支援体制の充実に向けた取組が進んだ。
・教職員の基本研修において、年度の早い時期にグループ討議を行い、課題とその改善策を明確にし、校内での実践につなげた。年
度内に成果と課題を整理し、次年度以降の教育活動に生かせるよう研修の工夫に努めた。いじめ防止に係る今日的な課題について
は、管理職、児童生徒指導担当者、学年主任を対象に、同じ講師を招聘し、校内で組織的に対応できるよう研修を実施した。学校の
ニーズや実態など、関係課･機関と連携し、内容の充実を図った。

■　２次評価（総合計画審議会意見）（Ｃｈｅｃｋ）

・教職員がいじめを見逃さない、許さない姿勢を持ち、児童・生徒指導にあたることができるよう、学校でのいじめ防止の組
織体制の強化を支援するとともに、教職員研修等を通して、教職員の資質向上に努める。

・いじめ防止フォーラムの開催については、各区で順番に開催し、広く市民に周知できるようにするとともに、児童・生徒が主体となった
取組の発表や児童・生徒の意見を表明する場を設けることにより、大人だけでなく、児童生徒の自治活動の支援に取り組んでいく。

・非常勤講師配置校においては、少人数指導担当者のための研修会を実施するとともに、非常勤講師の効果的な配置の検討を行う。

・いじめ防止の取組は、様々な啓発活動やいじめ防止月間の設定、いじめ防止フォーラムの開催等を通じて、家庭・学校・地域・関係機
関が一体となった取組となり、未然防止とともに早期発見につなげ、学校からのいじめの認知件数も増加した。

■前年度の１次評価で示した改善策の取組結果（Ａｃｔ）

【現状・課題認識】

１次評価

【今後の具体的な改善策】

・いじめの認知件数は小学校での増加率が特に大きいことから、特に小学校において学校全体の状況を把握し、いじめへの対応につ
いてリーダーシップを発揮する役割の教員を配置することが重要である。

【平成２５年度の取組についての総合評価】

・支援教育支援員の効果の検証と適切な配置について検討する。
・巡回相談の内容や対応の仕方、年間の日数等、計画的に取り組めるよう指導員と指導主事による定期的な打合せを実施する。

・児童・生徒の相互理解を深め、中学校へ進学する際の不安を和らげるとともに、学力向上のための効果的な取組を継続する必要があ
る。

・中１ギャップを和らげる取組の一つとして、入学前の児童に対して、中学校教員による模擬授業や学校紹介のプレゼンテーションなど
を実施し、入学前の児童・保護者から高評価を得ることができた。



□上記基準に該当する（□ア　□イ　□ウ）

■上記基準に該当しない

■

【サブ指標を設定できない理由】（※上記基準に該当するにもかかわらず、設定できない場合のみ記入）

■　【参考３】他の部局との庁内横断的な取り組み

■　【参考２】部門別計画の審議会や区民会議からの意見・これに対する市の対応

事務事業名

■　【参考１】基本計画で定めている成果指標を補完する指標（サブ指標）設定の該当状況

　【参考４】事務事業評価

関連する施策を構成する事業名

◎サブ指標の設定基準（次のア、イ又はウに該当する場合は、原則、サブ指標を設定することとする。）
ア　総合計画審議会からサブ指標を設定すべきであるとの指摘があった成果指標
イ　測定結果が出ていない成果指標
ウ　「取り組みの方向」を実現するに当たっての成果指標がないもの

評　価 評　価　の　内　容 評価結果

１　次
【市（主管
局）】

１次評価

2　次
【経営評価
委員会】

２次評価



廃止：事業を廃止すべき　　　再構築：現行の事業を廃止し、別の方法により目的の達成を図るべき。事業実施を民間等に委ねるべき

改善・縮小：現行の事業を残し、事業の内容を改善することで、目的の達成を図るべき。過剰に投入されている資源を縮小すべき

現状維持：見直しを要さない　　　拡充：他の事業を縮小してでも、現行の事業に資源を集中し目的の達成を促進すべき

15（仮称）上溝学校給食センター施設整備事業

16学校給食施設設備整備事業

17市立小・中学校校舎改修事業

18市立小・中学校トイレ改修事業

19市立小・中学校屋内運動場改修事業

20情報教育推進事業（PC教室の更新)

10特別支援教育推進事業

9青少年・教育相談事業

11児童・生徒健全育成事業

４　教職員の確保と育成

12さがみ風っ子教師塾の運営

13教員採用選考試験の実施

14教職員研修事業

1市立幼稚園・保育園の一体的な保育・施設整備の推進

2幼・保・小連携推進事業

２　教育内容の充実
【指標31】
授業が分かりやすいと感じている児童・生徒の
割合
（主な関係事業）
・少人数指導体制の充実
・教職員研修事業

【指標32】
学校を楽しいと感じる児童・生徒の割合
（主な関係事業）
・小・中学校連携事業
・地域人材活用事業

3小・中学校連携事業

4小中一貫校設立に向けた研究

5体験学習推進事業

6少人数指導体制の充実

7地域人材活用事業

8学校評価事業
学
校
教
育
の
充
実

○子どもがいきいきと
学校生活を送ってい
る。

１　幼児教育の振興

５　教育環境の整備と充実

３　支援・相談体制の充実

施策名 取り組みの方向めざす姿 成果指標 施策を構成する主な事業

■　「施策」、「めざす姿」、「取り組みの方向」、「成果指標」及び「事務事業」の体系

事務事業名 関連する施策を構成する事業名

2　次
【経営評価
委員会】

２次評価

評　価 評　価　の　内　容 評価結果

１　次
【市（主管
局）】

１次評価



※中間（H26）：89.0％、最終（H31）：90.0％

※中間（H26）：78.0％、最終（H31）：79.0％

※中間（H26）：18.8％、最終（H31）：19.8％

※中間（H26）：79.6％、最終（H31）：80.6％

◆Ａ：年度別目標を（上回って）達成 ◆Ｂ：年度別の目標の値を８０%以上達成 ◆Ｃ：年度別の目標の値を６０%以上達成
◆Ｄ：年度別の目標の値が６０%未満 ◆―：今年度は成果指標の測定ができないもの

101.7

【指標34】親が自分のことを理解してくれていると思う子どもの割合
⇒家庭における子どもの教育環境の状況を子どもの側から見る指標【単位：％】

「子どもとのコミュニケーションが図られていると感じる保護者の割合」と同じ考え方に基づき、増
加することを目標として設定しました。

98.1

Ｈ２３年度Ｈ２２年度

79.4

103.5

Ｈ２４年度

評　価
93.5

結果の分析
子どもを取り巻く環境は大きく変化し、
習い事やスポーツ活動などの選択肢
が多様化していることが大きな要因と
考えられるため、子どもが参加しやす
い、魅力ある公民館事業等、地域行事
の充実を図る必要があると考える。

Ｈ２５年度

【指標35】地域における子どもの育成活動に参加した市民の割合
⇒地域における子どもを取り巻く教育環境の状況を成人の側から見る指標【単
位：％】

目標値を上回った要因の一つとして
は、市ＰＴＡ連絡協議会との連携によ
る、学習ニーズに沿った家庭支援事業
や、公民館事業の実施などが考えられ
る。

子育て世代である30代から40代はＰＴ
Ａ活動などにより参加割合が高いのに
比べ、50歳代以上の市民の参加割合
が低かったことが大きな要因と考えられ
る。そのため、公民館を中心として、子
どもに関わる活動への関心を高めてい
く必要があると考える。

94.0

79.2

18.4

Ｈ２４年度

17.1

88.6
C

100.1

16.3

評　価

結果の分析

79.0

105.0

77.6

77.5

77.4

達成率(a/b) %

指標と説明

目標値(a) 78.6

91.4

小野澤　敦夫

Ｈ２２年度 Ｈ２３年度

89.0

NO

１　学校・家庭・地域の連携による教育環境の向上
　　学校、家庭、地域が連携するなかで、家庭教育に関する啓発や情報提供・相談体制の充実に努めるほか、家族で
参加できる共同体験活動の充実を図ります。
　　また、地域に開かれ、地域と歩む学校づくりに向け、学校教育活動への地域住民の参加機会の充実を図るととも
に、地域で子どもを見守り、育てる仕組みづくりを支援します。
２　地域での体験・活動の推進
　　子どもたちが地域における伝統文化や行事に親しみ、様々な人と交流するため、子どもたちや家庭に対して地域の
行事の情報を発信し、地域での体験や活動を通じた学習機会の充実を図ります。

■　基本計画で定めている指標と各年度の目標及び実績

指標と説明

Ｈ２４年度

90.2

100.5

【指標２】

目標設定の考え方

■　施策の目的・概要

結果の分析

B評　価

○地域における教育環境が充実している。

【指標33】 子どもとのコミュニケーションが図られていると感じる保護者の割合
⇒家庭における子どもの教育環境の状況を保護者の側から見る指標【単位：％】

Ｈ２２年度

【指標36】地域行事に参加している子どもの割合
⇒地域における子どもを取り巻く教育環境の状況を子どもの側から見る指標【単
位：％】

73.8 75.8

14.7

77.8

80.5

18.2

目標値(a)

104.1

実績値(b)

達成率(a/b) %

目標値(a)

実績値(b)

基準値（H20年度）

基 本 目 標 ⅡNO

【指標１】

取り組みの
方向

めざす姿

7

学びあい　人と地域をはぐくむ教育・文化都市

施策所管局

平成 年度

■　新・相模原市総合計画での位置づけ

26 総合計画　施策進行管理シート
施策コード

心豊かな子どもをはぐくむ教育環境をつくります

家庭や地域における教育環境の向上

教育局

施 策 名

○親子のふれあいが強くなっている。

17

政策の基本方向 NO

局 ・ 区 長 名

Ｈ２５年度基準値（H20年度）

家庭教育力の向上を目指した事業に
取り組んできたが、女性の社会進出
や、勤務形態の多様化など、親が子ど
もとコミュニケーションを取りにくくなっ
ていると考えられるため、状況に応じた
コミュニケーションの取りかたなどの学
習機会や、情報提供の充実に努める
必要があると考える。

87.1

民間教育研究機関の調査結果を参考に、増加することを目標として設定しました。

88.5

91.6

88.4 88.6 88.7 88.8

18.7実績値(b)

指標と説明

目標設定の考え方

達成率(a/b) %

18.0

93.7 95.9

実績値(b)

A

結果の分析

「社会生活基本調査」（総務省）の「子供を対象とした活動」の結果をもとに、アンケート値の毎年
の伸び率を参考に目標として設定しました。

Ｈ２３年度Ｈ２２年度

74.272.4
B

81.5

目標設定の考え方

17.8

基準値（H20年度）

達成率(a/b) %

【指標３】

77.2

【指標４】

Ｈ２５年度

18.6

目標設定の考え方

指標と説明

目標値(a)

「地域における子どもの育成活動に参加した市民の割合」と同じ考え方に基づき、増加すること
を目標として設定しました。

基準値（H20年度） Ｈ２４年度

103.9

77.3

20717

78.8

Ｈ２３年度

評　価

104.0

79.0

Ｈ２５年度

80.9



≪施策を構成する主な事業（事務事業）の決算額≫ 【単位：千円】
番号 事業名【所管課】 H21年度

学校と地域の協働推進事業

1

H24年度

6

1

3

387
学校と地域の協働推進事
業

4

2

【課】

2

実
績

評
価

①保護者の学習機
会が充実し、家庭教
育力の向上が見込ま
れる。
②より多くの参加者
同士によるコミュニ
ケーションが増え、家
庭教育力の向上が期
待される。
③保護者同士の仲
間づくり、子育てへの
自信の確立、家庭・
地域・学校との連携
の強化が図られる。

実
績

実
績

評
価

評
価

【課】

【課】

評
価

■　施策を構成する主な事業（事務事業）の取組結果（Ｐｌａｎ・Ｄｏ・Ｃｈｅｃｋ）

23

3

実
績

実
績

【学務課】

児童・生徒の安全確保に係る地域の取組を支援するため、
小学校を中心として地域住民が主体となった「子ども安全見
守り活動団体」の設立及び活動の継続に対し助成を行う。

①保護者の身近な課題や興味のある題
材を取り上げたことにより、効果的な学習
会となった。
②「ふれあい体験学習」の１回あたりの参
加者は、平成２４年度は約３０名であった
が、平成２５年度は約３６名に増加し、子
どもたちは対人関係等で自信が持てるよ
うになった。
「不登校を考えるつどい」の１回あたりの
参加者は、平成２４年度約１４名から平成
２５年度は約１９名に増加し、保護者同
士が同じ悩みを共有するなどの情報交
換等の機会が増えた。
③３公民館で開催され、普段、公民館活
動に参加していない子育て世代の市民
が多数参加し、公民館活動に興味を持
つきっかけとなった。

評
価

継続５７団体

実
績

コーディネーター配
置６校における、学
校と地域の協働推進
体制の構築に向けた
取り組みの充実を図
る。

17,304

Ｈ２５年度

【単位：千円】

事 業 費

Ｈ２４年度

3,644

13,660

継続５７団体

7

施策に対する市民１人あたりコスト
【単位：円】

※職員１人あたりの人件費は、H21年度745万円、H22年度726万円、H23年度717万円、H24年度679万円、H25年度683万円として計算（人口は、毎年度10月1日現在の人口統計数値を使用）

平成２６年度
指標・目標
（Ｐｌａｎ）指標・目標（Plan)

平成２５年度

実績（Do)・評価等（Check)

2,809
子どもの安全見守り活動へ
の支援事業 1,440

1,052

施策を構成する事業名【所管課名】

平成２５年度からのコーディネーター配
置６校では、地域の方々も対象としたイ
ベント（映画会・狂言上演）の実施、コー
ディネーター通信の発行、夏季休業日
や休日のボランティア活動（夏季職場体
験・土曜学習教室）などの地域の特色に
あった新しい活動が実践された。

5

【課】

実
績

①　継続５７団体

コーディネーター配置６校のそれぞれの
地域の特色にあった活動が実践された。

評
価

過去に助成実績がある５７団体のうち、
今年度は５０団体から申請があった。概
ね見込みどおりの申請数であり、申請が
あった団体全てに対して助成することが
できた。

①　相模原市立小中学校PTA
連絡協議会に委託し、家庭教
育に関する学習会を11ブロック
で開催
②　不登校などの悩みを持つ
子どもや保護者が体験活動を
とおして自然や人とのふれあい
を深める「ふれあい体験学習」
を開催時期等を再考の上、
年3回実施
③　公民館主催事業としての
開催

17,266

家庭教育の自主性を尊重しつつ、保護者を対象に家庭教
育に関する学習会を開催するなど、家庭教育力の向上を促
進するとともに、公民館事業を通して、子どもたちの基本的
な生活習慣や規範意識の向上を図る。

家庭教育啓発事業

子どもの安全見守り活動への支援事業

【総合学習センター】

24

【生涯学習課】

事業の概要

総事業費

24

「人間性豊かな子どもの育成」と「いきいきとした市民の活
動」の実現のため、学校・地域・家庭が連携し、学校教育と
社会教育がそれぞれの機能を生かしながら協働していくた
めの環境を整備する。

25

4

コーディネーター配置校を３校
から６校に拡充し、事業の更な
る充実を図ると共に、コーディ
ネーターの働きかけにより引き
続き学校と地域の協働推進体
制が深まるよう必要な支援を
行っていく。

評
価

①保護者を対象とした家庭教育に関す
る学習会を １１ブロックで開催（１，７６１
人が参加）
②「ふれあい体験学習」を２回開催（１回
は台風のため中止）
＊児童・生徒、保護者の参加者
合計１０７名
「不登校を考えるつどい」を４回開催、保
護者，児童・生徒の参加者合計７４名
③公民館主催事業として「家庭教育支
援講座」を３館で開催（３３３人が参加）

事業費について、学校と地域の協
働推進事業のコーディネーターの
配置校が３校から６校になったた
め、コーディネーターへの謝礼代が
増加した。

14,520

16,66119,402

13,580

2,9264,502

Ｈ２２年度

27

17,768

■　施策推進のための経費（決算額）※Ｈ２５年度は見込額

Ｈ２３年度Ｈ２１年度

14,900 14,340

3,248 3,081

人 件 費

【課】

H22年度 H23年度 H25年度

総事業費の増減分析

【課】7

1,634【学務課】

【課】

5 【課】

6

922

529

1,500

564

家庭教育啓発事業 【生涯学習課】 1,306 1,006

【総合学習センター】

1,106

978508

1,660



Ａ：施策の目標達成に向けて十分に事業の効果が現れている Ｂ：施策の目標達成に向けて一部の事業の取組に改善が必要
Ｃ：施策の目標達成に向けて事業の取組に大幅な改善が必要

１次評価

・申請があった５０団体への活動支援を行い、地域での子どもの安全を確保するという目的については概ね達成している。地域での子
どもの安全を確保するために、見守り活動の継続は大変重要であるため、今後も必要な支援を継続したい。また、平成２５年度は新た
な団体の設立要望はなかった。

・家庭の教育力向上のため、保護者の学習機会の充実が求められており、学校・家庭・地域が主体的に連携し、家庭教育力の向上に
つながる事業を継続して実施する必要がある。

・学校と地域の協働推進事業では、今後、更に事業の拡充を目指す上で、コーディネーターによる実践及び成果の周知を図っていく。

■　２次評価（総合計画審議会意見）（Ｃｈｅｃｋ）

・学校と地域の協働推進事業では、平成２５年度からコーディネーター配置６校では、地域の方々も対象としたイベント（映画会・狂言上
演）の実施、コーディネーター通信の発行、夏季休業日や休日の学習活動（夏季職場体験・土曜日教室）への協力など、地域の特色
にあった新しい活動も実践された。

・今般、下校時の児童が巻き込まれる事件が頻繁に起こり、国からも学校及びその設置者においては、改めて日頃から不審者情報等
を保護者や警察と共有し、幼児児童生徒への適切な指導を行うなど通知等で示されている。

■　総合分析及び市の自己評価（１次評価）（Ｃｈｅｃｋ）

・家庭教育啓発事業については、今後も引続きＰＴＡとともに事業評価を実施し、参加対象者の実態や意見を踏まえながら、更なる参
加者の拡大に向けた方法について検証を行う。また、公民館にて実施した家庭教育支援講座について、平成２６年度は３館での実施
を目標に家庭教育への支援を行う。

○基本計画で定めている４つの指標のうち、１つの指標は目標値を上回ったが、３つの指標については、目標値を達成できなかったこ
とから、今後も事業の取組に改善が必要であるため、１次評価をBとした。

【今後の具体的な改善策】

■前年度の１次評価で示した改善策の取組結果（Ａｃｔ）

２次評価

【平成２５年度の取組についての総合評価】

B

・学校と地域の協働推進事業では、各校での活動実践を学校訪問を通して参観し、その様子をホームページやセンターだよりに載せ、
活動の周知を図った。研修会については、校数が増えたことを考慮し、小中の校種別の研修会も２回ずつ行った。年間で４回延べ６回
の研修を通してコーディネーターの資質向上を図った。
・家庭教育啓発事業では、ＰＴＡではブロックごとに事業評価を実施し、学習会等の開催の参考とした。

・学校と地域住民等を含む地域社会が協働・連携して教育活動を充実させ、活力ある地域社会づくりが求められている。

・家庭教育啓発事業については、参加者拡大等を目指して、ＰＴＡとともに事業評価を実施し、事業・運営内容の振り返りを行った結
果、目標の達成度や改善点等が明確になり、より効果的な事業運営が可能となった。また、家庭教育力の向上を目指して、星が丘公
民館・中央公民館では、公民館サークル、館区内の幼稚園、保育園、小学校、ＰＴＡ等、関係機関と連携した家庭教育支援講座を実
施した。

【現状・課題認識】



■上記基準に該当する（■ア　□イ　□ウ）

□上記基準に該当しない

■

２次評価

◎サブ指標の設定基準（次のア、イ又はウに該当する場合は、原則、サブ指標を設定することとする。）
ア　総合計画審議会からサブ指標を設定すべきであるとの指摘があった成果指標
イ　測定結果が出ていない成果指標
ウ　「取り組みの方向」を実現するに当たっての成果指標がないもの

■　【参考１】基本計画で定めている成果指標を補完する指標（サブ指標）設定の該当状況
　　⇒サブ指標を設定している場合は成果指標とあわせて記載している

　【参考４】事務事業評価

事務事業名

評　価　の　内　容 評価結果

【サブ指標を設定できない理由】（※上記基準に該当するにもかかわらず、設定できない場合のみ記入）

2　次
【経営評価
委員会】

１　次
【市（主管
局）】

１次評価

■　【参考３】他の部局との庁内横断的な取り組み

■　【参考２】部門別計画の審議会や区民会議からの意見・これに対する市の対応

評　価

関連する施策を構成する事業名

　建議書の意見で例示されていた指標（「不登校の子どもの数」及び「家庭教育に関する相談件数とその相談の解消結果」）それぞれ
については、「不登校に至る要因が様々であること」及び「相談の結果でその悩みが解消したかについては、相談者の主観に関わる
ことであること」などから、本施策の指標とすることは適切ではないと考える。



廃止：事業を廃止すべき　　　再構築：現行の事業を廃止し、別の方法により目的の達成を図るべき。事業実施を民間等に委ねるべき

改善・縮小：現行の事業を残し、事業の内容を改善することで、目的の達成を図るべき。過剰に投入されている資源を縮小すべき

現状維持：見直しを要さない　　　拡充：他の事業を縮小してでも、現行の事業に資源を集中し目的の達成を促進すべき

2　次
【経営評価
委員会】

２次評価

評　価 評　価　の　内　容 評価結果

１　次
【市（主管
局）】

１次評価

関連する施策を構成する事業名事務事業名

【指標35】地域における子どもの育成活動に参加
した市民の割合
【指標36】地域行事に参加している子どもの割合

地域における教育環境
が充実している。

めざす姿 成果指標 施策を構成する主な事業

■　「施策」、「めざす姿」、「取り組みの方向」、「成果指標」及び「事務事業」の体系

家
庭
や
地
域
に
お
け

る
教
育
環
境
の
向
上

1学校と地域の協働推進事業

１　学校・家庭・地域の連
携による教育環境の向上

２　地域での体験・活動の
推進

取り組みの方向施策名

3子どもの安全見守り活動への支援事業

2家庭教育啓発事業
親子のふれあいが強く
なっている。

【指標33】子どもとのコミュニケーションが図ら
れていると感じる保護者の割合
【指標34】親が自分のことを理解してくれている
と思う子どもの割合



※中間（H26）：30.8％、最終（H31）：31.7％

※中間（H26）：25.0％、最終（H31）：26.0％

※中間（H26）：●●、最終（H31）：●●

※中間（H26）：●●、最終（H31）：●●

◆Ａ：年度別目標を（上回って）達成 ◆Ｂ：年度別の目標の値を８０%以上達成 ◆Ｃ：年度別の目標の値を６０%以上達成
◆Ｄ：年度別の目標の値が６０%未満 ◆―：今年度は成果指標の測定ができないもの

21.5 22.0 23.1

24.4 24.6 24.824.2

【指標３】

Ｈ２３年度

評　価

基準値（H20年度）

20818

基準値（H21年度）

目標設定の考え方

指標と説明

目標値(a)

実績値(b)

達成率(b/a) %

89.4

Ｈ２５年度

93.1

Ｈ２２年度

評　価

結果の分析

Ｈ２４年度

Ｈ２５年度基準値（H20年度）

Ｈ２２年度

18

基準値（H20年度）

アンケート調査で半分以上の市民が
「わからない」と回答していることから、
「生涯学習」が市民に十分理解されて
いないことが要因であると考える。今後
は、市民への理解を深めるための事業
等に取り組む必要があると考える。

26.9

市民アンケート調査で「不足している」と回答した人の約1 割が「十分である」または「十分では
ないが、不足していない」へ移行することを目標として設定しました。

30.0

30.7

29.9 30.2

○市民が学びの機会を得ている。

実績値(b)

【指標37】学習機会を得ていると思う市民の割合
⇒市民が生涯学習の機会を得ているかを見る指標【単位：％】

１　生涯学習機会の充実
　　公民館、図書館や博物館などの関連施設の連携を進めるとともに、機能などの充実を図り、多様化する市民の学習
ニーズに対応します。
　　また、大学や研究機関などとも連携し、特色や専門性を生かした学習機会の拡充を図ります。
２　生涯学習活動の支援
　　学習活動を支援する人材育成や学習成果を地域活動などに生かすことができる仕組みづくりを進めるとともに、学習
情報提供機能の充実や相談体制の拡充を図り、市民が生涯学習を通じて交流できるネットワークづくりを進めます。

■　基本計画で定めている指標と各年度の目標及び実績

指標と説明

Ｈ２４年度

29.5

目標設定の考え方

評　価

小野澤　敦夫

NO

NO

○市民の学習成果が他の市民の学びに生かされている。

生涯を通じ学習する人・スポーツする人を支援する社会をつくります

生涯学習の振興

教育局政策の基本方向

■　施策の目的・概要

8

基 本 目 標 ⅡNO

Ｈ２５年度

局 ・ 区 長 名

めざす姿

学びあい　人と地域をはぐくむ教育・文化都市

施策所管局

施 策 名

平成 年度

■　新・相模原市総合計画での位置づけ

26 総合計画　施策進行管理シート
施策コード

105.0

実績値(b)

達成率(a/b) %

目標値(a)

目標設定の考え方

達成率(a/b) %

24.0

25.4

市民アンケート調査で「今は教えていないが今後、地域や社会に還元したい」と回答した人の
約1 割が「他の人に還元する」へ移行することを目標として設定しました。

実績値(b)

Ｈ２４年度

Ｈ２３年度

88.1

■　【参考１】基本計画で定めている成果指標を補完する指標（サブ指標）

【サブ指標１】

Ｈ２５年度

指標と説明

【指標１】

指標と説明

【指標２】

93.0

28.1

97.0

目標値(a) 30.4

取り組みの
方向

Ｈ２２年度 Ｈ２３年度

30.6

結果の分析

B

結果の分析

B

結果の分析

目標設定の考え方

目標値(a)

Ｈ２４年度

評　価

生涯学習に参加している市民でも、ア
ンケートの結果では、自分のために学
ぶという自己完結の意識が強いため、
今後は学習成果を地域へ還元する仕
組みづくりに取組む必要があると考え
る。Ｈ２３年度Ｈ２２年度

102.3

【指標38】学習成果を他の人に還元している市民の割合
⇒生涯学習での成果が市民の間で循環しているかを見る指標【単位：％】

87.9

達成率(a/b) %



≪施策を構成する主な事業（事務事業）の決算額≫ 【単位：千円】

12,578

420

市民大学の運営 【総合学習センター】 11,121

326,066【生涯学習課】

【生涯学習課】
相原公民館大規模改修事
業

【総合学習センター】

13,029
生涯学習まちかど講座事
業

小山公民館大規模改修事
業

509

21,97521,93020,758

13,648

865

0

12,592

745

0

0

25,66841,268

0

6

0 3,675

人 件 費

H22年度 H23年度 H25年度

75,369

Ｈ２１年度

■　施策推進のための経費（決算額）※Ｈ２５年度は見込額

127,032 97,274

82,038

69,497

75,813

209,070 465,323

63,325

Ｈ２３年度

79,587

Ｈ２４年度

389,510

Ｈ２５年度

90,941

Ｈ２２年度

事 業 費

172,643

4

①　市民講座運営組織への活
動支援
②　市民主体の市民講座の実
施

評
価

１８コース３５講座実施
(受講者数１，７９２名、６６名減）

154,266

①１７コースの実施
(学校事情により１コ－ス
実施せず）
②市民のニーズを過去
のアンケートから的確に
把握し、各高等教育機
関への周知と、広報活
動の充実

217

総事業費

整備に係る調整

149,084

市民の学びの選択肢を拡げ、身近な学びの場を提供する
ため、市民大学の内容を充実するとともに、幅広い市民の
参加を促進する。

市民大学の運営

生涯学習まちかど講座事業

【総合学習センター】

207

3

【総合学習センター】

【生涯学習課】

実績（Do)・評価等（Check)

646

開館から長期間が経過した公民館について、市民の利用
ニーズを踏まえ、計画的な大規模改修を行う。

【生涯学習課】相原公民館大規模改修事業

※職員１人あたりの人件費は、H21年度745万円、H22年度726万円、H23年度717万円、H24年度679万円、H25年度683万円として計算（人口は、毎年度10月1日現在の人口統計数値を使用）

市民の学習機会の充実及び生涯学習によるまちづくりの推
進に寄与するため、市民の学習会等に市の職員が出向き、
市政の説明や専門的知識を伝える講義、講習等を行う。

【生涯学習課】

１8コースの実施

事業の概要
指標・目標（Plan)

市民ニーズに応じたまちかど
講座の実施

【総合学習センター】

平成２５年度
施策を構成する事業名【所管課名】

実
績

開館から長期間が経過したまちづくりセンター・公民館につ
いて、市民の利用ニーズを踏まえ、移転し整備する。

麻溝まちづくりセンター・公民館大規模
改修事業

291

6

市民講座支援事業

市民の多様化する生涯学習ニーズに応えるため、市民団
体と協働し、市民自らが主体となって講座の企画・運営や、
講師として活動できるような支援を行う。

施策に対する市民１人あたりコスト
【単位：円】

5

■　施策を構成する主な事業（事務事業）の取組結果（Ｐｌａｎ・Ｄｏ・Ｃｈｅｃｋ）

【生涯学習課】

公民館活動

市民講座支援事業

H21年度

4

2

0【総合学習センター】

【生涯学習課】

改修計画を踏まえ、施設の安全安心・環
境・活動拠点の視点等に配慮した大規
模改修工事に係る実施設計を実施し
た。

予定どおり実施

番号

3

事業名【所管課】

0 0

県道の拡幅に関するスケジュールに対
応しながら、移転先の用地について調
査、検討を行った。

旧磯野台小学校Ｂ棟の事前調査を行っ
た。地域の意向を踏まえ、旧磯野台小学
校Ｂ棟に移転整備することを決定した。

予定どおり実施

講座開催数、受講者数ともに前年度か
ら大幅に増加した。また、受講者アン
ケートでも、講座内容に対する評価が高
かった。

すでにメニュー化さ
れた講座について、
市民の要望に応え、
内容のアレンジをす
るなど講座の充実を
図っていく。

地域づくりの拠点として
の役割を担い、地域の
コーディネーターとして
の機能強化を図るととも
に、地域の特性を活か
しながら、市民が自ら企
画・運営する講座等を
実施

青少年を対象としたわんぱく塾や、家庭教育
支援講座等を３２館で９９６事業（５０事業増）を
実施し、延べ１９１，４１５人（１４，５２６人減）が
事業に参加。悪天候があったため、参加者が
昨年度より減少した。

庁内各課と連携し、１３６講座を開催（受
講者６，７５０名）

整備に係る基本設計

総事業費が増加した主な要因とし
て、小山公民館大規模改修事業に
伴う工事が実施されたため大幅な増
加となった。

平成２６年度
指標・目標
（Ｐｌａｎ）

総事業費の増減分析

市民が主体的に公民館運営に取り組み、地域課題や生活
課題等の解決をめざした学習活動を行うため、公民館にお
ける各種学級や講座等の事業を実施します。

実
績

実施設計を踏まえ、施設の安全安心・環
境・活動拠点の視点等に配慮した大規
模改修工事を実施した。平成２６年３月
供用開始

①平成２８年度までの活動計画を策定し
た。
②３９講座の実施

評
価

各地域の特性に応じて、高齢者学級や
女性学級、講座等の事業を市民主体に
よって実施することができた。

公民館活動

評
価

実
績

H24年度

評
価

市民講座運営組織
への活動支援と研修
講座（講師編・実践
編）の開催支援

改修工事

【単位：千円】

1

小山公民館大規模改修事業
実
績

実
績

12,891

14,7170
麻溝まちづくりセンター・公
民館大規模改修事業7

長期間の講座を増やすなど、より深く学
べるよう講座開催方法を整理した結果、
1講座あたりの申込者数が増加した。

評
価

受講者数は減少したが、アンケートの活
用によるニーズを踏まえた講座開催等に
より、1講座あたりの申込者数は増加し
た。

【生涯学習課】

予定どおり実施

評
価

0

改修工事

実
績

評
価

240

実
績

2

開館から長期間が経過した公民館について、市民の利用
ニーズを踏まえ、計画的な大規模改修を行う。

実
績

8

相武台まちづくりセンター・公民館大規
模改修事業

【生涯学習課】
整備に係る調整

引き続き、各公民館において、
地域の課題解決に向けた取り
組みや地域の特性を生かした
特色のある事業の実施

1

実施設計

7

実施設計

開館から長期間が経過したまちづくりセンター・公民館につ
いて、既存の公共施設の有効活用を含め検討し、計画的な
大規模改修を行う。

評
価

予定どおり実施

8
相武台まちづくりセンター・
公民館大規模改修事業

【生涯学習課】

5



≪施策を構成する主な事業（事務事業）の決算額≫ 【単位：千円】

宇宙教育普及事業 【博物館】 9,990

14
博物館常設展示リニューア
ル事業 【博物館】 307 74,312 11,020 0 0

15

48,996 0

13
（仮称）上溝方面図書館の
整備検討 【図書館】 0 0 0 0 0

12
市立図書館の中央図書館
としての再整備 【図書館】 0 0 0

0

11
星が丘公民館大規模改修
事業

【生涯学習課】 0

10
清新公民館大規模改修事
業

【生涯学習課】

H25年度

9
津久井中央公民館大規模
改修事業

【生涯学習課】 0 0

 ＪＡＸＡ等と連携した
企画展を開催し、講
座・講演会等を月１
回実施する。

宇宙や天文について親しむとともに、「宇宙とつながる相模
原」を実感できるように、ＪＡＸＡと連携し、宇宙・天文に関す
る企画展、講演会、教室などを開催する。

評
価

①ＪＡＸＡの研究者と市民が交流する機
会を設けることにより、より多くの市民が
宇宙を身近に感じることができた。
②市民ボランティアと協働することによ
り、事業に広がりが出るとともに、市民も
個人ではできなかった活動が可能に
なった。

番号 事業名【所管課】 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度

展示替えの内容等に
ついて調査・検討を
進める。

常設展示を改修することにより全市域の自然や文化の特質
を理解できる内容とするとともに、情報コーナーの改修によ
り、展示に触発された来館者自らが、新たな視点や課題を
持って、主体的な調査や、情報収集を行える環境を整え
る。

評
価

①市民ボランティアと活発な意見交換を
行いながら、展示内容の検討に着手す
ることができた。これにより、展示を利用
者の視点から改善していく道がひらけ
た。
②アンケート調査により、情報発信能力
の強化が必要であることが判明し、ホー
ムページの改修に着手した。また、これ
により情報ネットワークの基盤が整備さ
れた。

15

宇宙教育普及事業 【博物館】

① ＪＡＸＡ等と連携した企画
展、講座・講演会等を月１回実
施
② 宇宙・天文分野における支
援ボランティアの育成

実
績

①「さがみはら宇宙の日」を月1回開催す
るとともに、「はやぶさ２」応援企画展「片
道から往復へ～新たな宇宙時代の到来
～」を開催した。
②支援ボランティアを育成し、天文教室
等の事業を協働で行った。

整備手法や施設機
能等の検討

整備が求められている（仮称）上溝方面図書館について、
整備手法等も含めて設置を検討する。

評
価

上溝方面における、図書館サービスの
新たなサービスポイントとなる可能性を
広げることができた。

14

博物館常設展示リニューアル事業 【博物館】

① ボランティアとの協働による
展示内容の検討。
② 提案団体と協働で情報ネッ
トワークの構築を図る。

実
績

①ボランティアグループと協働して、展
示替え検討会を立ち上げるとともに今後
のスケジュールを決め、展示内容の調
査・検討を開始。
②市民によるアンケート調査、情報収
集、発信などを提案団体と協働で行っ
た。

中央図書館機能の
整備に向けた課題の
整理

市民の多様なニーズに応えるため、図書館施策を総合的に
企画推進する中央図書館機能を備えることを目的に、市立
図書館を再整備する。 評

価

中央図書館機能についての考え方の整
理を進めることができた。

13

（仮称）上溝方面図書館の整備検討 【図書館】
整備手法や施設機能等の検
討

実
績

公立高校との連携について、学校との情
報交換を行った。

課題の整理

開館から長期間が経過した公民館等について、市民の利
用ニーズを踏まえ、計画的な大規模改修を行う。

評
価
予定どおり実施

12

市立図書館の中央図書館としての再整
備

【図書館】 再整備基本構想の策定
実
績

検討委員会・作業部会において「相模
原市における中央図書館機能について
の考え方」についての課題整理を行っ
た。

課題の整理

開館から長期間が経過した公民館等について、市民の利
用ニーズを踏まえ、計画的な大規模改修を行う。 評

価

予定どおり実施

11

星が丘公民館大規模改修事業 【生涯学習課】
課題の整理

実
績

事業スケジュールを検討

課題の整理

開館から長期間が経過した公民館等について、市民の利
用ニーズを踏まえ、計画的な大規模改修を行う。

評
価

予定どおり実施

10

清新公民館大規模改修事業 【生涯学習課】
課題の整理

実
績

地域に設置された公民館改修検討委員
会において、事業スケジュール等を説
明。

9

津久井中央公民館大規模改修事業 【生涯学習課】
整備に係る調整

実
績

事業スケジュールを検討

施策を構成する事業名【所管課名】
平成２５年度 平成２６年度

指標・目標
（Ｐｌａｎ）

事業の概要
指標・目標（Plan) 実績（Do)・評価等（Check)

■　施策を構成する主な事業（事務事業）の取組結果（Ｐｌａｎ・Ｄｏ・Ｃｈｅｃｋ）



Ａ：施策の目標達成に向けて十分に事業の効果が現れている Ｂ：施策の目標達成に向けて一部の事業の取組に改善が必要
Ｃ：施策の目標達成に向けて事業の取組に大幅な改善が必要

■　総合分析及び市の自己評価（１次評価）（Ｃｈｅｃｋ）

・市民の「学ぶ」ことへの関心が高まる中、市民講座支援事業を通じて、市民自ら得た知識を他の人へと伝えていくという「知の循環」のシ
ステム作りを推進することができた。

２次評価

【施策推進に対する意見】
・生涯学習については、本来行政としてサポートすべき水準など、適正な水準はどの程度なのかという課題意識を持ち事業に取り組まれ
たい。
・１次評価において示した「今後の具体的な改善策」を確実に実行されたい。

【改善すべき点】
・指標の結果の分析において、アンケート結果のクロス集計や業務上の統計を使うことなどにより、原因とその改善策を明確にされたい。

B

・市民大学の運営については、引き続き高等教育機関の特色を生かした講座を提供した。また、アンケート内容の講座への反映や、受
講案内の掲示箇所を増やし、広報活動を充実させたことなどにより、１講座あたりの申込者数を増やすことができた。
・公民館活動の新たな取り組みとして家庭教育支援事業等を実施したことにより、３０代～４０代の子育てに関わる市民が、公民館活動に
参加するきっかけづくりができた。
・博物館の常設展示室リニューアル事業については、市民との協働による展示替え検討に着手し、展示リニューアルへの足がかりをつ
くった。

B

■前年度の１次評価で示した改善策の取組結果（Ａｃｔ）

１次評価

○成果指標が目標値を上回ることができなかった要因の一つとして、生涯学習が市民に十分理解されていないと考えるため、今後も事
業の取組に改善が必要であることから、１次評価をBとした。

■　２次評価（総合計画審議会意見）（Ｃｈｅｃｋ）

・市民大学においては、市民ニーズを過去のアンケートから的確に把握し、各高等教育機関に周知するとともに、広報活動を充実させ、
新たな受講者の拡大を進める。

・市民講座支援事業では、参加者層の拡大、地域による参加者数のばらつきの解消や、市民の学習意欲を高める新たな形態の講座開
催に向けた取り組みが求められている。

【平成２５年度の取組についての総合評価】

【今後の具体的な改善策】

・各公民館においては、各地域の特性を捉え、地域のニーズに応じた事業を住民主体によって行うことで、学習を通じた地域づくりの拠
点としての公民館の役割を果たすことができた。

【現状・課題認識】

・市民講座支援事業においては、参加者が少ない地域での講座開催や初級、中級等にステップアップする講座の実施など、参加者の
拡大や新たな形態の講座開催に向けた取り組みを検討する。

・「公民館並列方式」により、地域の実情に即した柔軟な公民館運営が図られ、各公民館とも地域に根ざした事業展開を行っている。

・市民大学においては、受益者負担金の受講時間別区分を実態に合わせて見直し、多様な講座を開催することが可能となったことや、
アンケートの活用により、１講座あたりの申込者数を増やすことができた。

・高校生、大学生等の青年層や、現役勤労層など、公民館との関わりが弱い年代へのアプローチについて、徐々に取り組みが行われて
いるが、事業実施時間や会場等、柔軟な発想でより多くの市民が公民館活動に参加できるような取り組みを検討する。



□上記基準に該当する（□ア　□イ　□ウ）

■上記基準に該当しない

■

廃止：事業を廃止すべき　　　再構築：現行の事業を廃止し、別の方法により目的の達成を図るべき。事業実施を民間等に委ねるべき

改善・縮小：現行の事業を残し、事業の内容を改善することで、目的の達成を図るべき。過剰に投入されている資源を縮小すべき

現状維持：見直しを要さない　　　拡充：他の事業を縮小してでも、現行の事業に資源を集中し目的の達成を促進すべき

14博物館常設展示リニューアル事業

15宇宙教育普及事業

市民の学習成果が他の
市民の学びに生かされ
ている。

２　生涯学習活動の支援
【指標38】
学習成果を他の人に還元している市民の割合

1市民講座支援事業

4公民館活動

8相武台まちづくりセンター・公民館大規模改修事業

9津久井中央公民館大規模改修事業

10清新公民館大規模改修事業

11星が丘公民館大規模改修事業

12市立図書館の中央図書館としての再整備

13（仮称）上溝方面図書館の整備検討

2市民大学の運営

3生涯学習まちかど講座事業

4公民館活動

5小山公民館大規模改修事業

6相原公民館大規模改修事業

7麻溝まちづくりセンター・公民館大規模改修事業
生
涯
学
習
の
振
興

市民が学びの機会を得
ている。

１　生涯学習機会の充実
【指標37】
学習機会を得ていると思う市民の割合

施策名 取り組みの方向めざす姿

【サブ指標を設定できない理由】（※上記基準に該当するにもかかわらず、設定できない場合のみ記入）

成果指標 施策を構成する主な事業

■　【参考３】他の部局との庁内横断的な取り組み

■　【参考２】部門別計画の審議会や区民会議からの意見・これに対する市の対応

■　「施策」、「めざす姿」、「取り組みの方向」、「成果指標」及び「事務事業」の体系

市民講座支援事業

■　【参考１】基本計画で定めている成果指標を補完する指標（サブ指標）設定の該当状況
　　⇒サブ指標を設定している場合は成果指標とあわせて記載している

　【参考４】事務事業評価

事務事業名 関連する施策を構成する事業名

◎サブ指標の設定基準（次のア、イ又はウに該当する場合は、原則、サブ指標を設定することとする。）
ア　総合計画審議会からサブ指標を設定すべきであるとの指摘があった成果指標
イ　測定結果が出ていない成果指標
ウ　「取り組みの方向」を実現するに当たっての成果指標がないもの

市民講座支援事業

評　価 評　価　の　内　容 評価結果

１　次
【市（主管
局）】

市民講師による講座の実施や、市民の手による講師と運営者の養成を支援したことにより、受講者アンケート
でも「良かった」又は「大変良かった」との回答が９割を超え、講座内容も充実してきており、講座の応募率も平
均で１００％を超えている。「知の循環型社会」の構築に向け、市民が互いに学びあうことのできる環境づくりが
推進されており、今後、最終的には市民講師による自立した講座運営をめざし、支援を続けていく。

１次評価

現状維持

2　次
【経営評価
委員会】

(評価理由)
　学ぶことは、健康維持、認知症予防、生きがいづくりに繋がるため、今後も市民講座を支援していただきた
い。
　一方、市の事業への関与のあり方については、さらに検討を進めていただきたい。

(意見)
○自立への取組は評価できる。
○市民に対して更なる周知が必要である。
○効率性の評価がＢであり、行政の支援のあり方について検討の余地がある。

２次評価

現状維持



※中間（H26）：61.6％、最終（H31）：65.0％

※中間（H26）：●●、最終（H31）：●●

※中間（H26）：●●、最終（H31）：●●

※中間（H26）：●●、最終（H31）：●●

◆Ａ：年度別目標を（上回って）達成 ◆Ｂ：年度別の目標の値を８０%以上達成 ◆Ｃ：年度別の目標の値を６０%以上達成

◆Ｄ：年度別の目標の値が６０%未満 ◆―：今年度は成果指標の測定ができないもの

88.7 88.0

Ｈ２３年度Ｈ２２年度

100.0

評　価

Ｈ２４年度

小野澤　敦夫

達成率(a/b) %

51.7
87.3

指標と説明

【指標２】

目標設定の考え方

■　施策の目的・概要

結果の分析

B評　価

60.8

目標設定の考え方

Ｈ２５年度

【サブ指標１】

実績値(b)

達成率(a/b) %

目標値(a)

■　【参考１】基本計画で定めている成果指標を補完する指標（サブ指標）

基 本 目 標 ⅡNO

【指標１】

取り組みの
方向

8

めざす姿

NO

NO

政策の基本方向

学びあい　人と地域をはぐくむ教育・文化都市

施策所管局

平成 年度

■　新・相模原市総合計画での位置づけ

26 総合計画　施策進行管理シート
施策コード

局 ・ 区 長 名

生涯を通じ学習する人・スポーツする人を支援する社会をつくります

生涯スポーツの振興

教育局

施 策 名

実績値(b)

１　スポーツ・レクリエーション機会の充実
　　スポーツの拠点づくりを進めるとともに、スポーツの実践につながる情報提供システムの充実を図ります。
　　また、地域、学校、企業と連携を強め、既存施設を有効的に活用するなど、市民のスポーツ・レクリエーション機会
の充実を図ります。
２　スポーツ・レクリエーション活動の支援
　　健康づくりから競技まで、多様なスポーツ・レクリエーションの推進に向け、個々の健康状態に応じた運動の知識や
技術の提供を進めるとともに、誰もが楽しめるニュースポーツの普及啓発を図り、地域や学校などとも連携して、地域ぐ
るみのスポーツ・レクリエーション活動を支援します。
　　また、企業スポーツやスポーツ団体、トップアスリートの育成支援など、スポーツの持つ力をまちづくりに生かしま
す。

■　基本計画で定めている指標と各年度の目標及び実績

指標と説明

Ｈ２４年度

53.2

19

基準値（H20年度）

　スポーツを定期的に行う市民の割合
は、平成24年度の実績値に比べ0.3ポ
イント増加しているが、アンケート結果
から30代・40代のスポーツ実施率が他
年代に比べ低く、日常生活の中で、ス
ポーツを行う時間が十分に取れていな
い状況が表れている。

53.5
58.4
58.4

52.1 59.2

Ｈ２２年度 Ｈ２３年度

評　価

Ｈ２５年度

目標値(a)

結果の分析

60.0

○スポーツを行う市民が増えている。

目標設定の考え方

指標と説明

目標値(a)

【指標39】スポーツを定期的に行う市民の割合
⇒市民がスポーツを継続して実践しているかを見る指標【単位：％】

実績値(b)

Ｈ２５年度基準値（H20年）

Ｈ２２年度 Ｈ２５年度

Ｈ２２年度

達成率(b/a) %
実績値(b)

指標と説明
結果の分析

Ｈ２４年度

Ｈ２３年度

目標設定の考え方

基準値（H20年度）

達成率(a/b) %

目標値(a)

Ｈ２３年度

結果の分析

Ｈ２４年度

評　価

【指標３】

20819

基準値（H21年度）

【当初】総合計画では、過去の類似調査である市「スポーツ・レクリエーション調査」、「市政に関する世論
調査」の結果を参考に、最終目標に向けて毎年約0.6ポイント増やすことを目標として設定しました。
【今後】Ｈ２２のスポーツ振興計画改定に伴い、国のスポーツ立国戦略で掲げられた数値と整合を図り、
65.0％を最終目標として改めて設定し、増加率も毎年約0.8ポイント増やすことを目標としました。



≪施策を構成する主な事業（事務事業）の決算額≫ 【単位：千円】

積極的な大会誘致や新たなスポーツイ
ベントの企画・実施を通し、本市のス
ポーツ振興やシティセールスに寄与す
ることが出来た。

ホームタウンチームとの連携・支
援事業

【スポーツ課】

ホームタウンチームへの支援
及び連携事業の拡大

実
績

昨年度より２１事業多い、５０の連携事業
を実施した。また、新たにホームタウン
チームの認定を行った。（ノジマステラ
神奈川相模原）

予定どおり実施

実施計画と合わせて検討したため、庁
議への付議は実施せず。

スポーツ振興によるまちづくりや、シティセールスの推進を目的
に、市から全国に向けて発信できるような特色のあるスポーツイベ
ントや、水上スキー大会などの国内トップレベルの競技会の開催
に向けた取り組みなどを行う。

評
価

連携事業が増え、市民とホームタウン
チームが触れあえる機会を増やすこと
が出来た。

8
ホームタウンチームとの連
携・支援事業

【スポーツ課】

8

評
価

①　魅力あるコースの検討
②　近隣自治体、関係団体・
機関との調整
③　開催概要の策定

実
績

■　施策を構成する主な事業（事務事業）の取組結果（Ｐｌａｎ・Ｄｏ・Ｃｈｅｃｋ）

43

実
績

近隣自治体との調整を実施

既存施設の通年化は当面困難であるこ
とから、設備機器の更新等によるアイス
スケート供用期間の延長の可能性を検
討した。

①情報収集、必要な機能の検討
②関係課・機関との調整

キャンプ淵野辺留保地整備計画の進捗
状況を見据えつつ、検討を行った。

①　日本水泳連盟と共催によ
るジャパンオープン2013
（50m）の開催
②　相模原小・中学生クロスカ
ントリー大会の実施

【スポーツ課】

総合型を目指すクラブの支援を行い、
スポーツに親しめる環境の拡充を図るこ
とが出来た。

Ｊリーグ施設基準等を
満たしたスタジアム
整備に向けた基礎
調査の実施

本市のシティセールス及びスポーツ振興によるまちづくりを
効果的に進めるため、ホームタウンチームの支援体制を整
備し、連携事業を幅広く展開できるよう、取組を進める。

平成２６年度
指標・目標
（Ｐｌａｎ）

総合体育施設に係
る基礎調査の実施
及び検討委員会の
設置

257 200

既存クラブの活動支
援の充実と新設クラ
ブの設立支援

①懇談会：１２月実施
ＰＲイベント：２月実施（６８１名参加）
②総合型を目指すクラブの支援を実施

①　懇談会、ＰＲイベント実施
②　各クラブに対する支援

1

新たなスポーツイベントや国内
トップレベルの競技会の誘致

実
績

実
績

評
価

実
績

フェンス等工事の実
施及びスポーツレク
リエーション施設の
基本設計等を行う。

交通規制や安全対策等の課題があり、
開催概要の策定には至らなかった。

評
価

①整備推進スケジュールの調整
②総合体育施設に係る機能等の検討

予定通り実施

①国内トップレベルの
競技会の誘致として、
平成２７年７月に総合
体育館で開催が予定さ
れている「第３４回全日
本クラブ卓球選手権大
会」向けて、関係団体・
機関と調整。
②自転車レース「ツー
ル・ド・相模原」の開催
に向けた関係機関等と
の調整及び関係概要
の検討

設備機器の更新等
の検討

H24年度

生涯スポーツとしての自転車競技を普及させスポーツ人口の拡大
を図るとともに、本市の地域特性を活かした大会を全国に発信す
るなど、シティセールスの推進に向けた自転車レースを開催する。

実
績

①５月にグリーンプールで開催（観客約
10,500参加）
②第１回大会を１２月に県立相模原公
園、市立相模原麻溝公園で開催（285
名参加）

【単位：千円】

27,320

評
価

評
価

実
績

評
価

番号

3

事業名【所管課】

【スポーツ課】

0【スポーツ課】

0

身近なスポーツ・レクリエーション活動を支援するため、相模総合
補給廠の共同使用区域へのスポーツ・レクリエーション施設の将
来的な整備のあり方など、「相模原駅周辺地区まちづくり計画」の
具体化に向けた検討を進める。

相模総合補給廠の共同使用区域への
スポーツレクリエーション施設の検討

0

（仮称）自転車レース「ツー
ル・ド・相模原」の開催

体育館と武道館機能を有
する総合体育施設の整備

H21年度

4

2

【スポーツ課】

1,685

0

2,588

32

6

体育館と武道館機能を有する総
合体育施設の整備の検討

キャンプ淵野辺留保地整備計画の動向を見据え、市民が身近に
スポーツを楽しむ機会を提供するとともに、スポーツ振興によるま
ちづくりを進めるため、体育館と武道館の機能を有する施設の整
備の検討を行う。

施策に対する市民１人あたりコスト
【単位：円】

5

【スポーツ課】

2

施策を構成する事業名【所管課名】

（仮称）自転車レース「ツール・ド・
相模原」の開催

【スポーツ課】

1

実施設計

事業の概要
指標・目標（Plan)

庁内検討会で取りまとめた今
後の方向性について、庁議に
諮る。

3

【スポーツ課】

実績（Do)・評価等（Check)

56

地域主導型のスポーツ振興事業を促進するため、地域に根ざし
た総合型地域スポーツクラブの創設の支援やその後の育成、ＰＲ
イベントなどを通じた啓発活動などを行う。

【スポーツ課】
総合型地域スポーツクラブ推進
事業

※職員１人あたりの人件費は、H21年度745万円、H22年度726万円、H23年度717万円、H24年度679万円、H25年度683万円として計算（人口は、毎年度10月1日現在の人口統計数値を使用）

銀河アリーナをアイススケート場として通年開場するため、必要と
なる施設や設備等の整備を行うとともに、より安全で快適な利用環
境を確保するため、施設の老朽箇所の改修を行う。

【スポーツ課】
【公園課】

整備工事

22

総事業費

①　情報収集、必要な機能の
検討
②　関係課との調整
※国・米軍等との協議
※共同使用区域（10ha)の計
画策定、共同使用のための条
件工事

27,382

陸上競技の拠点として市民に親しまれてきた横山公園陸上競技
場について、相模原麻溝公園競技場との機能のすみ分けを図り、
市民ニーズにあった、より多目的な活用ができるように再活用を行
う。

横山公園陸上競技場再整備事業

銀河アリーナのアイススケート場
通年化改修事業

【スポーツ課】

4

 関係課との調整

7

事 業 費

30,640

14,900

Ｈ２３年度 Ｈ２４年度

13,229

Ｈ２５年度

評
価

実施設計を実施

15,459 40,549

事業2における実施設計、事業5に
おける小・中学生クロスカントリー駅
伝大会の新規開催等により、総事
業費が増加した。

38

平成２５年度

23,210

25,095

559 1,430 3,480

Ｈ２２年度

2,287

Ｈ２１年度

21,780

■　施策推進のための経費（決算額）※Ｈ２５年度は見込額

27,160

総事業費の増減分析

人 件 費

H22年度 H23年度 H25年度

0

4,070

432 425

7 0
相模総合補給廠の共同使
用区域へのスポーツレクリ 0

総合型地域スポーツクラブ
推進事業

4

銀河アリーナのアイスス
ケート場通年化改修事業

5
新たなスポーツイベントや
国内トップレベルの競技会

5596

0

13

【スポーツ課】

【スポーツ課】

329

300280

05

998

0

8,659

013168

0【スポーツ課】

横山公園陸上競技場再整
備事業

 【スポーツ課】【公園課】

0



Ａ：施策の目標達成に向けて十分に事業の効果が現れている Ｂ：施策の目標達成に向けて一部の事業の取組に改善が必要

Ｃ：施策の目標達成に向けて事業の取組に大幅な改善が必要

・「観る」スポーツを推進するため、集客性や話題性に優れた大会などの誘致を進めるとともに、ホームタウンチームなどとの連携体制
を強化する。

【現状・課題認識】

・横山公園陸上競技場の再整備や麻溝公園競技場外周ジョギングコースの整備など、市民が気軽にスポーツを親しむことができるス
ポーツ施設の整備を進める。

【今後の具体的な改善策】

１次評価

【平成２５年度の取組についての総合評価】

■　総合分析及び市の自己評価（１次評価）（Ｃｈｅｃｋ）

・総合型地域スポーツクラブに関しては、総合型を目指すクラブの設立支援を行った。今後も支援を継続することにより、市民のス
ポーツ参加の機会の充実を図っていきたいと考えている。

・命名権料の活用により設備の更新や修繕を実施することを目的にネーミングライツスポンサーを募集し、相模原麻溝公園競技場
（第２競技場含む）についてスポンサー契約を締結した。

○市内のスポーツ施設６４施設の適正な管理と利便向上に努め、年間延べ約４１１万人が「する」スポーツに親しめる環境を整えてい
るが、指標（スポーツを定期的に行う市民の割合）は０．３ポイントの増加に留まったことから、「する」スポーツ事業の取組に改善の余
地があるものとし、１次評価をBとした。

B

・総合型を目指すクラブの設立支援やＰＲ事業を行い、スポーツに親しめる環境の拡充を図ることが出来た。スポーツフェスティバル
については、ＰＲ方法を改善し、参加者を５，０００人から６，０００人に増やすことが出来た。
・新たなホームタウンチームの認定や競泳大会「ジャパンオープン2013（50m）」の開催を行い、「観る」スポーツを推進した。
・横山公園陸上競技場再整備事業を進めるとともに、相模原麻溝公園第２競技場（ギオンフィールド）の整備を平成２５年度末に完了
させた。

■　２次評価（総合計画審議会意見）（Ｃｈｅｃｋ）

■前年度の１次評価で示した改善策の取組結果（Ａｃｔ）

２次評価

・日本トップレベルの競泳大会である「ジャパンオープン2013（50m）」や、ホームタウンチームの主催試合が開催され、多くの市民が
トップスポーツの魅力にふれる貴重な機会となった。

・「観る」スポーツを推進するうえで、今後、大規模な大会や高度な競技会の開催、トップレベルのクラブチームやアスリートの活動拠
点や銀河アリーナなどの特徴ある施設の整備機能の充実が求められている。

・市スポーツ振興計画に基づき、「生涯スポーツ社会の実現」「豊かなスポーツライフの実現」を目指すため、「する」「観る」「支える」ス
ポーツの３つの観点から、スポーツ振興を進める必要がある。

・平成26年3月に、ノジマステラ神奈川相模原を４チーム目の「相模原市ホームタウンチーム」として認定した。また、各チームと連携
し、イベントやＰＲ活動を通して、ホームタウンチームによる地域交流を促進した。

・日常生活の中で「する」スポーツの定着化を啓発するために、総合型地域スポーツクラブの支援や、スポーツフェスティバルの開催
などの、市民が気軽にスポーツに親しむための取組を引き続き実施するとともに、スポーツ実施率の低い30代、40代を重点に啓発を
行う。

・「する」スポーツについては、近年、ウォーキング、体操などの軽い運動を行う市民が増加傾向にあるが、30代、40代のスポーツ実施
率が他年代に比べ低いことから、その年代を重点に日常生活と関連したスポーツや運動を積極的に啓発していく必要がある。また、
より多くの市民が気軽に「する」スポーツを楽しみ、生涯にわたって親しんでいくために、身近な場所で、子どもから高齢者まで安全で
快適に利用できる施設を充実していく必要がある。



□上記基準に該当する（□ア　□イ　□ウ）

■上記基準に該当しない

■

評価結果

１　次
【市（主管
局）】

１次評価

2　次
【経営評価
委員会】

２次評価

◎サブ指標の設定基準（次のア、イ又はウに該当する場合は、原則、サブ指標を設定することとする。）
ア　総合計画審議会からサブ指標を設定すべきであるとの指摘があった成果指標
イ　測定結果が出ていない成果指標
ウ　「取り組みの方向」を実現するに当たっての成果指標がないもの

■　【参考１】基本計画で定めている成果指標を補完する指標（サブ指標）設定の該当状況
　　⇒サブ指標を設定している場合は成果指標とあわせて記載している

　【参考４】事務事業評価

事務事業名

■　【参考３】他の部局との庁内横断的な取り組み

■　【参考２】部門別計画の審議会や区民会議からの意見・これに対する市の対応

関連する施策を構成する事業名

評　価 評　価　の　内　容

【サブ指標を設定できない理由】（※上記基準に該当するにもかかわらず、設定できない場合のみ記入）



廃止：事業を廃止すべき　　　再構築：現行の事業を廃止し、別の方法により目的の達成を図るべき。事業実施を民間等に委ねるべき

改善・縮小：現行の事業を残し、事業の内容を改善することで、目的の達成を図るべき。過剰に投入されている資源を縮小すべき

現状維持：見直しを要さない　　　拡充：他の事業を縮小してでも、現行の事業に資源を集中し目的の達成を促進すべき

関連する施策を構成する事業名

2　次
【経営評価
委員会】

２次評価

評　価 評価結果

１　次
【市（主管
局）】

１次評価

事務事業名

評　価　の　内　容

■　「施策」、「めざす姿」、「取り組みの方向」、「成果指標」及び「事務事業」の体系

３　銀河アリーナのアイススケート場通年化改
修事業

４　（仮称）自転車レース「ツール・ド・相模
原」の開催

取り組みの方向めざす姿 成果指標 施策を構成する主な事業

７　相模総合補給廠の共同使用区域へのス
ポーツレクリエーション施設の検討

８　ホームタウンチームとの連携・支援事業

１　体育館と武道館機能を有する総合体育
施設の整備の検討

２　横山公園陸上競技場再整備事業

施策名

５　新たなスポーツイベントや国内トップレベ
ルの競技会の誘致

６　総合型地域スポーツクラブ推進事業

生
涯
ス
ポ
ー

ツ
の
振
興

スポーツを行う市民が増
えている。

１　スポーツ・レクリエーション
機会の充実

【指標39】スポーツを定期的に行う市民の割合

２　スポーツ・レクリエーション
活動の支援



※中間（H26）：66.9％、最終（H31）：69.6％

※中間（H26）：●●、最終（H31）：●●

※中間（H26）：●●、最終（H31）：●●

※中間（H26）：51,300、最終（H31）：-

◆Ａ：年度別目標を（上回って）達成 ◆Ｂ：年度別の目標の値を８０%以上達成 ◆Ｃ：年度別の目標の値を６０%以上達成

◆Ｄ：年度別の目標の値が６０%未満 ◆―：今年度は成果指標の測定ができないもの

A
達成率(a/b) % 118.5
実績値(b)

Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２４年度 Ｈ２５年度

評　価

48,940 50,200
59,468

結果の分析
 指定管理者が市や市民団体等と積
極的に自主事業を行なうことで、
多くの市民が優れた文化芸術事業
への参加につながったと考える。目標設定の考え方

市民の文化・芸術への親しみを図る定量的な指標として、平成24年度の実績を基準
値として、平成28年度には53,500人とする目標数値を設定しました。

基準値（H21年度）

目標値(a)

99.5 98.4

Ｈ２３年度Ｈ２２年度

100.8

Ｈ２４年度

評　価

Ｈ２２年度 Ｈ２３年度

66.7

535

73.2達成率(a/b) %

66.6
100.6

指標と説明

【指標２】

目標値(a)

結果の分析

政策の基本方向

目標設定の考え方

■　施策の目的・概要

結果の分析

B評　価
達成率(a/b) %

 文化財普及活動への市民ボラン
ティアの参画を進めた結果増加
し、多くの市民の協力・協働がな
された。今後も、団体への支援を
継続するとともに、ボランティア
参加者を増やし、市民との協働に
よる事業をすすめていく。

101.4

指標と説明

目標設定の考え方

実績値(b)
101.3

【サブ指標１】

【サブ指標２】

指標と説明 指定管理者が行なう事業の入場者数

実績値(b)

【指標40】文化・芸術に親しんでいる市民の割合
⇒文化・芸術が市民に親しまれているかを見る指標【単位：％】

503

目標値(a)

実績値(b)

【指標１】

取り組みの
方向

施 策 名

○市民が文化･芸術に親しんでいる。

9

学びあい　人と地域をはぐくむ教育・文化都市

施策所管局

基 本 目 標 Ⅱ

平成 年度

■　新・相模原市総合計画での位置づけ

26 総合計画　施策進行管理シート
施策コード

NO

局・区長名

めざす姿

森　多可示

NO

NO

豊かな市民文化を創造する社会をつくります

文化の振興

市民局

20

１　文化活動の推進
　　市民が気軽に文化活動を行うことができるよう支援を充実するとともに、将来の本市の文化を支える人材の育成を図り、市民
の多彩な文化活動を促進します。

２　文化に親しむ仕組みづくり
　　市民が優れた文化を鑑賞する機会の充実を進め、文化施設の整備・充実を図るとともに、市民の文化に関する活動などの情
報を発信します。

３　文化財の保存と活用
　　文化財の現況調査や研究を進め、史跡や文化財建造物などを適切に保存するとともに、文化財の公開活用や市内の関連施
設のネットワーク化と情報の発信により、文化財に親しむ機会の充実を図ります。
　　また、文化財を守る後継者の育成や団体への支援を図り、地域における伝統文化や行事などの保存や継承を促進します。

■　基本計画で定めている指標と各年度の目標及び実績

指標と説明

Ｈ２４年度

66.2

Ｈ２５年度基準値（H20年度）

文化芸術イベントガイドを発行し、多くの文
化芸術事業を周知したほか、アートラボは
しもとでは、美術系大学や市民などと連携
し、展示やワークショップを多数実施した。
また、街かどコンサートや映画上映、商業
施設等での作品展示を実施し、文化に触
れる機会を提供したが、目標に及ばなかっ
た。市民会館の改修工事が本年５月まであ
り、１年間休館したことが影響したことも一
因として考えられる。ホームページでの文
化芸術情報の充実などにより目標達成を
図る。

65.6

今後の文化施設の充実等を考慮し、音楽・演劇等の観覧や芸術作品の展覧会等のイ
ベントへ参加する市民について、２年間で約0.5ポイント増加することを目標として
設定しました。

66.0

66.5

65.5 66.2 66.5

目標値(a)

Ｈ２５年度基準値（H20年）

B

Ｈ２３年度Ｈ２２年度

文化財普及活動へのボランティア参加者数

■　【参考１】基本計画で定めている成果指標を補完する指標（サブ指標）

445 477
評　価

93.1

結果の分析

Ｈ２４年度

498368
471

目標設定の考え方

達成率(a/b) %

Ｈ２５年度

20920

439

文化財に親しむ環境づくりへの市民参加を示す指標を相模原市教育振興計画におい
て、平成２０年度現状値として３７５人を平成３１年度には７００人とする目標数
値を設定しました。

基準値（H21年度）



■　施策を構成する主な事業（事務事業）の取組結果（Ｐｌａｎ・Ｄｏ・Ｃｈｅｃｋ）

115

実
績

古文書等の調査報告書の作成につい
ては平成26年度に先送りになったが、
報告書刊行に向けた整理ができた。

評
価

写真作品の収集を行うととも
に、写真展を開催して、市民
が優れた作品に親しむ機会を
提供する。

実
績

評
価

「さがみはらフェスタ」が台風の影響により中
止となったことから目標を達成することはでき
なかったが、ＪＡＸＡと密接な連携のもと、一
層シティセールスを意識した様々な事業を
実施し、「宇宙とつながるさがみはら」を全国
に発信することができた。

全国から写真作品を公募・顕
彰し、発表の機会を提供す
る。

実
績

評
価

評
価

文化芸術事業を広く周知したことや、身
近な場所でコンサートや写真展示、映
画上映を行なったことにより、市民が文
化芸術に触れる機会を多く提供すること
ができた。

評
価

イベントガイドの発行、街かどコンサー
ト、映画上映を実施した。写真作品の展
示場所の拡充を行った。

市としての基本構想の策定に向けた取
組みが前進した。

予定どおり実施

相模原市総合写真祭フォトシティさがみ
はら事業

実
績

実
績

評
価

実
績

４大学をはじめ、市民・学校・研究機関
などと連携し、展示16事業・ワークショッ
プ64事業を実施した。

1

2

平成２６年度
指標・目標
（Ｐｌａｎ）

・イベントガイドを発
行し情報発信を行う
・街かどコンサートを
12回開催
・市内３会場で映画
上映を実施
・商店街や商業施設
などを利用した作品
展示の実施

実
績

写真作品を公募し、4,234点の応募が
あり、表彰を行い、作品展を実施し
た。

小原の郷との一体的
な管理・運営方針と
併せて本陣の整備を
検討する。

小原宿本陣整備に係る基本
設計の作成

評
価

【単位：千円】

受賞作品展の実施により、市民が優れ
た写真作品に親しむ機会を提供するこ
とができた。

相模原から写真文化を広く発信すること
で、文化都市のイメージ形成に寄与す
るとともに、市民が写真や文化に触れる
機会を提供できた。

４大学との事業推進協議会を毎月開催
し、それに基づく企画（展示・ワーク
ショップ等）を多数実施し、市民参加型
の事業を行なうことで、文化に親しむ機
会の充実を図ることができた。

・近隣の美術系４大
学との連携強化
・地元企業、市民と
の連携強化
・企業、商店街、市
民団体などとの連携
によるワークショップ
やイベントの実施

写真作品の収集を
行うとともに、写真展
を開催して、市民が
優れた作品に親しむ
機会を提供する。

フォトシティさがみはらの受賞作品展を
実施した。

全国から写真作品を
公募・顕彰し、発表
の機会を提供する。
また、平成27年の15
周年に向けた事業の
企画を検討する。

326

9

市民文化創造事業

市民文化の創造や文化を身近に感じる環境づくりを進める
ため、「さがみはら文化振興プラン」に掲げた施策を推進す
る。

施策に対する市民１人あたりコスト
【単位：円】

写真展を中心に様々なイベントを開催することにより、市民
が写真や文化について触れる機会を提供し、「新たなさが
みはら文化」として内外に発信する。

6

3

【文化振興課】

10国登録有形文化財である「中村家住宅主屋」について、歴
史的価値の重要性に関する調査研究を進め、国の重要文
化財指定に向けて取り組む。

旧中村家住宅保存整備事業

【文化振興課】

フォトギャラリー(写真美術館)整備及び
作品展示事業

【文化振興課】

神奈川県指定重要文化財である小原宿本陣の復原・修繕
に向けて取り組む。

【文化財保護課】小原宿本陣整備事業

フォトギャラリー(写真美術館)の整備に向けて、写真作品の
収集と収蔵作品の展示会を開催する。

事業の概要
指標・目標（Plan)

・近隣の美術系４大学との連
携強化
・地元企業、市民との連携強
化
・企業、商店街、市民団体など
との連携によるワークショップ
やイベントの実施

実績（Do)・評価等（Check)

253

※職員１人あたりの人件費は、H21年度745万円、H22年度726万円、H23年度717万円、H24年度679万円、H25年度683万円として計算（人口は、毎年度10月1日現在の人口統計数値を使用）

市民向けのワークショップや絵画教室の開催、美大生を含
む若手作家の展示、アート関連イベントの企画・実施など
将来の美術館活動につながる施設を整備する。

【文化振興課】
検討委員会からの基
本構想の答申を受
け、市としての基本
構想の策定に着手
する。

施策を構成する事業名【所管課名】

5

総事業費

古文書等の調査報告の作成

782,838

美術館の基本構想(基本理念、機能、活動、立地、施設等)
について検討を行う。

美術館整備事業

アートラボはしもとの整備・運営事業

【文化振興課】

1,088

平成２５年度

事 業 費

82,774

4

・イベントガイドを発行し情報
発信を行う
・街かどコンサートを11回開催
・映画上映を実施
・商業施設などを利用した作
品展示拡充

評
価

検討委員会を１回開催し、基本構想の
答申を受けた。

290,497

検討委員会を2回開催し、基
本構想を策定する。

Ｈ２３年度

57,360

Ｈ２４年度

126,233

Ｈ２５年度

232,951

55,966

725,478 川尻石器時代遺跡の史跡用地買
戻しにより、事業費が増加した。

175,294 37,707

408

233,996 182,199

57,546

■　施策推進のための経費（決算額）※Ｈ２５年度は見込額

45,067

Ｈ２１年度

58,702

Ｈ２２年度 総事業費の増減分析

人 件 費

平成２６年度に予定
されている「はやぶさ
２」の打ち上げによ
り、宇宙に対する注
目が集まることから、
これを最大限に活用
し、JAXAと連携しな
がら多くの市民の参
加及び全国に向け
た銀河連邦のＰＲに
係る取組を進める。

【文化財保護課】

旧中村家住宅調査
報告書の刊行

①出土品の整理作
業と微地形測量
②報告書の刊行

①公園下段部整備
の検討
②自然科学分析・木
製品等の保存処理
③報告書の刊行
④市民協働による笹
葺住居葺き替え

①出土品の整理作業を引き続き行っ
た。
②史跡用地の取得し及び整備の検討
を行った。

①出土品の基礎整理が終了し、報告書
刊行に向けた準備ができた。
②予定どおり実施

宇宙航空研究所開発機構（JAXA）の施設が縁で４市２町
で構成した連邦国家を組織し、相互の理解と親善を深める
ための取り組みを行う。また、「宇宙」をキーワードとした事
業を推進する。

銀河連邦サガミハラ共和国事業 【シティーセールス・親善交流課】

銀河連邦事業全体を新たなス
テージにステップアップするた
めの取組を進める。「宇宙」を
テーマとした銀河連邦事業へ
の参加者数を３０万人とする。 実

績

銀河連邦事業に延べ約13万人の参加
があった。
メディア露出があった主な実施事業
○はやぶさウィーク（はやぶさの日）関
連事業
○「小惑星イトカワの微粒子」世界初公
開
○JAXA相模原キャンパス特別公開（銀
河連邦物産展）
ほか

①出土品整理と報告書の作
成
②史跡用地の買戻しと整備の
検討

実
績

7

勝坂遺跡保存整備事業 【文化財保護課】

①遺跡の活用
②発掘調査の分析評価

実
績

①遺跡の活用について検討を行った結果、
毎月第２日曜を中心にイベントを開催。ま
た、勝坂遺跡縄文まつりを実施した。
②平成２３～２４年度に下段部で発掘調査し
た自然遺物の鑑定が終了し、自然科学分
析・木製品等保存処理に向けた準備ができ
た。史跡勝坂遺跡公園上段部の史跡部分の適切な管理と公

開活用を行うとともに、遺跡公園下段部における発掘調査
と評価を行い、勝坂遺跡の保存整備について検討を進め
る。

評
価

文化財の適切な保存整備に向けた準
備を進めるとともに、イベントを通じ文化
財の普及啓発を推進できた。

国指定史跡川尻石器時代遺跡の保存と活用を図るため、
発掘調査で発見された敷石住居や配石遺構を中心とする
特徴的な遺跡の保存整備に向け、調査・検討などに取り組
む。

評
価

長屋門から新たな近世史料が発見され
たため、基礎目録の作成を行った。

本陣の整備に係る基本設計を実施し
た。

8

川尻石器時代遺跡保存整備事業 【文化財保護課】



≪施策を構成する主な事業（事務事業）の決算額≫ 【単位：千円】

275

798

●文化芸術振興をより広く図っていくためには、市だけでは広がりを欠くことになるため、市以外の機関や商業施設、企業等とも連携
していく必要がある。

【文化財保護課】

●小原宿本陣整備事業では予定どおり、本陣の整備に係る基本設計を実施した。また、旧中村家保存整備事業については、長屋
門から新たな近世史料が発見され、古文書等の調査報告書は平成２６年度に先送りになったが、基礎目録の作成を行い、報告書刊
行に向けた整備ができた。

【今後の具体的な改善策】

10

●文化財の保存及び活用については、勝坂遺跡保存整備事業で予定どおり、平成２３～２４年度に下段部で発掘調査した自然遺物
の鑑定が終了し、自然科学分析・木製品等保存処理に向けた準備ができた。また、川尻石器時代遺跡保存整備事業は予定どおり、
史跡用地の買戻しを行い、出土品の基礎整理が終了して報告書刊行の準備ができた。

●広く市民に優れた映画の鑑賞機会を提供するため、25年度から東京国立近代美術館フィルムセンター相模原分館等と連携し、市
内３会場で６日間１２作品を上映した。

【現状・課題認識】

0 467

●より多くの市民が優れた文化芸術に参加したり、鑑賞する環境づくりを進めるために、ユニコムさがみはら等の公共施設の利用や、
商業施設等との連携をより深め、作品展示やコンサート等の事業の拡充を検討する。

0

0

●文化ホールにおいて、市民が文化芸術を鑑賞するとともに、文化活動を通した相互交流を図るなど、地域コミュニティの拠点となり
得るような取組みを実施する。

1,086685
旧中村家住宅保存整備事
業

１次評価

●「フォトシティさがみはら」において、優れた写真作品に触れることのできるプロ・アマの写真展を開催した。また小学生を対象とした
写真教室や親子で参加できる写真教室、市民参加型の写真展を開催するなど、写真文化に参加・鑑賞する機会の提供を行った。

B

1

H24年度番号

3

690

事業名【所管課】

市民文化創造事業

H21年度

2

0

H22年度 H23年度 H25年度

・イベントガイドは情報内容を拡充して発行した。街かどコンサートは前年より開催を１回増やし、１１回開催した。また、２５年度から新
たに名画鑑賞会として、３会場で１２作品の映画を上映したほか、市民ギャラリーで収蔵作品展を開催するなど、市民が身近な場所で
文化芸術に触れられる環境づくりを進めることができた。
・銀河連邦サガミハラ共和国事業において、ＪＡＸＡ等の関係機関と連携し、「はやぶさウィーク」イベントなど「宇宙」をテーマとした
様々な事業を実施した結果、多くの市民が参加するとともにシティセールスにも貢献した。また、東日本大震災により、新たな課題と
なった銀河連邦における災害時の都市間連携等については、銀河連邦各共和国の所管課長による会議において災害時における相
互支援を円滑に行うための具体的な方法等について意見交換を行った。

■前年度の１次評価で示した改善策の取組結果（Ａｃｔ）

4

●まちかどコンサートについては、プロ等の演奏により、市役所ロビーのほか民間事業者と連携し商業施設で開催した（11回）。市民
参加型の写真展についても、平成２５年にオープンした「ユニコムプラザさがみはら」や商業施設で開催するなど、市民に身近な様々
な場所で事業を展開した。

8

0【文化振興課】

【文化振興課】

●市民が身近な場所で気軽に文化芸術に触れることができる環境づくりを進めていく必要がある。

○街かどコンサートや商業施設等での作品展示等市民に身近な場所での文化に触れる機会の提供や、市内の文化芸術や文化財
等のイベントを集約したガイドブックを発行するなど様々な事業を実施したが、成果指標の目標達成に至らなかった。また、サブ指標
である文化財普及活動へのボランティア参加者も目標達成には至らなかったが、前年比３５％と大幅に増加したため、１次評価はBと
した。

432

【平成２５年度の取組についての総合評価】

■　総合分析及び市の自己評価（１次評価）（Ｃｈｅｃｋ）

00

96

9

1,439

1,816

1,488

51

12,000

3,600

フォトギャラリー(写真美術
館)整備及び作品展示事 0

12,000 12,000

12,494

【文化振興課】

20

0

アートラボはしもとの整備・
運営事業

川尻石器時代遺跡保存整
備事業

美術館整備事業 【文化振興課】

5,097

183 454

銀河連邦サガミハラ共和
国事業

【シティーセール
ス・親善交流課】6

【文化財保護課】

【文化財保護課】小原宿本陣整備事業

98

7,500

7 28

600

1,3644,774

315

【文化振興課】 16,000 17,000

0

940

103,284 6,798

8,500 9,500

勝坂遺跡保存整備事業

18,511

99,079

5
相模原市総合写真祭フォ
トシティさがみはら事業

6,800 5,080

11,229

【文化財保護課】



Ａ：施策の目標達成に向けて十分に事業の効果が現れている Ｂ：施策の目標達成に向けて一部の事業の取組に改善が必要

Ｃ：施策の目標達成に向けて事業の取組に大幅な改善が必要

■上記基準に該当する（■ア　□イ　□ウ）

□上記基準に該当しない

◎サブ指標の設定基準（次のア、イ又はウに該当する場合は、原則、サブ指標を設定することとする。）
ア　総合計画審議会からサブ指標を設定すべきであるとの指摘があった成果指標
イ　測定結果が出ていない成果指標
ウ　「取り組みの方向」を実現するに当たっての成果指標がないもの

■　【参考１】基本計画で定めている成果指標を補完する指標（サブ指標）設定の該当状況
　　⇒サブ指標を設定している場合は成果指標とあわせて記載している

■　２次評価（総合計画審議会意見）（Ｃｈｅｃｋ）

■　【参考３】他の部局との庁内横断的な取り組み

■　【参考２】部門別計画の審議会や区民会議からの意見・これに対する市の対応

２次評価

「さがみ風っ子文化祭」や勝坂遺跡等の文化財を活用した事業など、他局で実施される造形、美術、音楽、表現といった文化芸術に
ついて積極的に情報を収集して、市内の文化芸術イベントを集約したガイドブックを発行し、広く市民周知に努めている。

【サブ指標を設定できない理由】（※上記基準に該当するにもかかわらず、設定できない場合のみ記入）



■

廃止：事業を廃止すべき　　　再構築：現行の事業を廃止し、別の方法により目的の達成を図るべき。事業実施を民間等に委ねるべき

改善・縮小：現行の事業を残し、事業の内容を改善することで、目的の達成を図るべき。過剰に投入されている資源を縮小すべき

現状維持：見直しを要さない　　　拡充：他の事業を縮小してでも、現行の事業に資源を集中し目的の達成を促進すべき

評価結果

１　次
【市（主管
局）】

１次評価

2　次
【経営評価
委員会】

２次評価

評　価
１次評価

2　次
【経営評価
委員会】

２次評価

３　文化財の保存と活用
※【サブ指標】文化財普及活動へのボランティ
ア参加者数

評　価 評　価　の　内　容

小原宿本陣整備事業【文化財保護
課】

事務事業名 関連する施策を構成する事業名

【指標40】文化・芸術に親しんでいる市民の割
合
※【サブ指標】指定管理者が行なう事業の入場
者数

２　文化に親しむ仕組みづ
くり

事務事業名 関連する施策を構成する事業名

■　「施策」、「めざす姿」、「取り組みの方向」、「成果指標」及び「事務事業」の体系

　【参考４】事務事業評価

評　価　の　内　容 評価結果

１　次
【市（主管
局）】

施策を構成する主な事業

市民文化創造事業【文化振興課】
（再掲）

相模原市総合写真祭フォトシティさ
がみはら事業【文化振興課】文

化
の
振
興

市民が文化･芸術に親
しんでいる。

川尻石器時代遺跡保存整備事業【文
化財保護課】

１　文化活動の推進

取り組みの方向めざす姿 成果指標

勝坂遺跡保存整備事業【文化財保護
課】

市民文化創造事業【文化振興課】

城山文化ホール整備事業【文化振興
課】

施策名



※中間（H26）：14.1％、最終（H31）：16.2％

※中間（H26）：●●、最終（H31）：●●

※中間（H26）：●●、最終（H31）：●●

※中間（H26）：●●、最終（H31）：●●

◆Ａ：年度別目標を（上回って）達成 ◆Ｂ：年度別の目標の値を８０%以上達成 ◆Ｃ：年度別の目標の値を６０%以上達成
◆Ｄ：年度別の目標の値が６０%未満 ◆―：今年度は成果指標の測定ができないもの

90.9 97.1

Ｈ２３年度Ｈ２２年度

89.5

Ｈ２４年度

評　価

Ｈ２２年度 Ｈ２３年度

13.6

達成率(a/b) %

11.6
90.6

指標と説明

【指標２】

目標値(a)

結果の分析

政策の基本方向

目標設定の考え方

■　施策の目的・概要

結果の分析

B

実績値(b)

【サブ指標１】

目標設定の考え方

指標と説明

■　【参考１】基本計画で定めている成果指標を補完する指標（サブ指標）

目標値(a)

実績値(b)

達成率(a/b) %

目標値(a)

実績値(b)

基 本 目 標 ⅡNO

【指標１】

取り組みの
方向

9

学びあい　人と地域をはぐくむ教育・文化都市

施策所管局

平成 年度

■　新・相模原市総合計画での位置づけ

26 総合計画　施策進行管理シート
施策コード

局 ・ 区 長 名

めざす姿

大房　薫

NO

NO

豊かな市民文化を創造する社会をつくります

国際化の推進

総務局

施 策 名

【指標41】日常生活のなかで市民と外国人市民が交流している割合
⇒市民生活のなかで国際化が進んでいるかを見る指標【単位：％】

１　多文化共生の推進
　　市民が相互に国籍や民族による文化や習慣の違いを尊重し、国際理解を深めていくなかで、主体的に交流し、協
働することにより、国籍を問わず、誰もが暮らしやすい多文化共生のまちづくりを進めます。
２　国際交流・協力の推進
　　諸外国との幅広い交流ができる機会を増やすことにより、市民一人ひとりが主体となった国際交流・協力を進めま
す。

■　基本計画で定めている指標と各年度の目標及び実績

指標と説明

Ｈ２４年度

12.0

Ｈ２５年度

評　価

目標値は未達成だが、実績値は着実
に上昇しており、目標値との乖離も縮
小している。引き続き多文化共生の視
点による施策を推進する必要がある。

21

基準値（H20年度）

13.2

外国人市民が今後増加する想定のなかで、国際交流ラウンジ事業などにより交流する市民が
毎年約0.4ポイント増加することを目標として設定しました。

12.4
11.1

11.6 12.8 13.2

○市民と外国人市民が交流している。

目標値(a)
実績値(b)

指標と説明

目標設定の考え方

達成率(b/a) %

Ｈ２５年度基準値（H20年）

Ｈ２２年度 Ｈ２４年度

Ｈ２３年度

Ｈ２５年度

Ｈ２２年度 Ｈ２５年度

評　価

評　価

結果の分析

結果の分析

Ｈ２４年度

Ｈ２３年度

目標設定の考え方

基準値（H20年度）

達成率(a/b) %

【指標３】

10921

基準値（H21年度）



≪施策を構成する主な事業（事務事業）の決算額≫ 【単位：千円】

実
績

評
価

実
績

■　施策を構成する主な事業（事務事業）の取組結果（Ｐｌａｎ・Ｄｏ・Ｃｈｅｃｋ）

78

実
績

目標には達しなかったものの、国際交
流、国際理解に資する取組を着実に実
施し、市の国際化を図ることができた。

評
価

各種事業に延べ約5,700人の参加が
あった。
国際理解講座、国際交流事業など外国
の文化に触れる事業を行うとともに、外
国人市民を対象とした防災関連事業な
ど国際化事業の充実を図った。また、事
業実施に当たっては、地元の大学との
連携を図り、内容を充実させた。

評
価

8

【課】

番号

実
績

評
価

【課】

6

1

実
績

実
績

評
価

実
績

1

2

平成２６年度
指標・目標
（Ｐｌａｎ）

さがみはら国際交流
ラウンジの事業を緑
区、南区で試行的に
実施し、機能充実を
図る。併せて、外国
人市民が社会参加
できるよう取組を進め
る。

H24年度

実
績

評
価

評
価

【単位：千円】

15,061

事業名【所管課】

国際交流推進事業

H21年度

4

2

88

6

国際交流推進事業

多文化共生のまちづくりを進めるため、外国人市民
と連携しながら地域社会の形成を図るとともに、市民
が主体となった友好都市をはじめとする諸外国との
交流を通じ国際交流･国際協力を推進する。

施策に対する市民１人あたりコスト
【単位：円】

3

【課】

施策を構成する事業名【所管課名】

7

【課】

【課】

【課】

5

事業の概要
指標・目標（Plan) 実績（Do)・評価等（Check)

73

※職員１人あたりの人件費は、H21年度745万円、H22年度726万円、H23年度717万円、H24年度679万円、H25年度683万円として計算（人口は、毎年度10月1日現在の人口統計数値を使用）

【課】

総事業費 69,392

【シティーセール
ス・親善交流課】

96

平成２５年度

【課】

事 業 費

56,399

4

市民の国際交流、国際理解の
機会の拡充を図るための事業
に引き続き取り組み、事業参
加者数を1万人とする。

評
価

50,857

71

63,154 52,406

25,020

Ｈ２３年度

21,510

Ｈ２４年度

37,345

Ｈ２５年度

25,837 47,882 効率的に事業を実施したため、人
件費が減少している。

38,524 38,243

24,630

■　施策推進のための経費（決算額）※Ｈ２５年度は見込額

Ｈ２２年度Ｈ２１年度

18,156

総事業費の増減分析

人 件 費

H22年度 H23年度 H25年度

7

8 【課】

【課】

【課】

3

5 【課】

47,882

【課】

25,837 37,34538,524 38,243
【シティーセール
ス・親善交流課】

【課】



Ａ：施策の目標達成に向けて十分に事業の効果が現れている Ｂ：施策の目標達成に向けて一部の事業の取組に改善が必要
Ｃ：施策の目標達成に向けて事業の取組に大幅な改善が必要

○基本計画で定めている指標に係る目標値には達していないものの、様々な事業展開により実績値が上昇していること、国際交流ラ
ウンジの機能充実の方向性を検討し、平成２６年度以降の機能充実にも着実に取り組んでいることから、１次評価をＢとした。

【今後の具体的な改善策】

【施策推進に対する意見】
・外国人市民が抱えている問題について、現状でも取り組んでいることは評価するが、さらに把握する機会を増やし、解決に向けた取
組方策を検討されたい。
・庁内で全体の国際化施策の推進を図るために、行政だけではなく、民間企業や大学のノウハウを組み込んだ形での政策を展開され
たい。

【改善すべき点】
・国際化を進める上での重視点として、「学校教育の充実」を掲げ調査を実施している。それに関わる事業について、施策を構成する
主な事業に掲載するとともに、事業を実施した結果について評価を実施されたい。

B

・「国際交流ラウンジの取組を周知すること」「国際交流ラウンジの機能を充実すること」を目的に、平成２６年度以降、緑区及び南区に
おいてラウンジ事業を実施することとし、関係者間の調整を行った。
・関係団体が国際化事業を行う際には近隣大学と連携して事業を実施した。
・国際化の推進を図るため、関係課・機関の担当者と情報交換等を行い、横断的組織の設置に向け検討を進めた。

【現状・課題認識】

・多文化共生・国際理解を進めるため、「外国人支援」「国際交流事業」「多言語での情報提供」を実施しているさがみはら国際交流ラ
ウンジの機能を充実させる必要がある。

■　総合分析及び市の自己評価（１次評価）（Ｃｈｅｃｋ）

・多文化共生や国際交流等についての理解を深め、さがみはら国際交流ラウンジにおける取組をより多くの市民に周知するため、継
続してメディアの活用、広報紙やインターネットなどによる広報に努め、事業の拡大を図る。

１次評価

・国際関係施策に関する庁内連絡組織を設置し、庁内全体で国際化施策の推進を図る。

・桜まつりで友好都市紹介ブースを設けたほか、友好都市があるカナダをテーマとした国際理解講座の実施により、市民等への友好
都市の周知を図り、理解を深めてもらうことができた。

・約１万人の外国人市民が市内に居住していることから、多文化共生・国際理解に係る事業を推進するとともに、外国人市民への適切
な情報提供に努める必要がある。

B

■　２次評価（総合計画審議会意見）（Ｃｈｅｃｋ）

■前年度の１次評価で示した改善策の取組結果（Ａｃｔ）

２次評価

・さがみはら国際交流ラウンジにおいて、さがみはら国際交流フェスティバルなどの国際交流事業を実施することにより市民と外国人市
民の交流機会を設け、市民の国際理解の促進を図ることができた。また、外国人相談等の外国人支援事業の実施やホームページな
どを通じて多言語（９言語）による情報提供を行うことで、外国人市民の生活等をサポートすることができた。

【平成２５年度の取組についての総合評価】

・さがみはら国際交流ラウンジについては、緑区と南区でも事業を実施することでラウンジの機能を展開していく考え方をまとめ、平成
２６年度以降実施することとなった。また、ラウンジの所在について、外国人市民に分かりやすく、使いやすい場所への移転を検討した
結果、平成２６年度に現在のビルの２階から１階に移転することを決定した。

・さがみはら国際交流ラウンジについて、「緑区、南区への事業展開」及び「移転」を着実に実施し、ラウンジの機能充実を図る。



□上記基準に該当する（□ア　□イ　□ウ）

■上記基準に該当しない

■

廃止：事業を廃止すべき　　　再構築：現行の事業を廃止し、別の方法により目的の達成を図るべき。事業実施を民間等に委ねるべき

改善・縮小：現行の事業を残し、事業の内容を改善することで、目的の達成を図るべき。過剰に投入されている資源を縮小すべき

現状維持：見直しを要さない　　　拡充：他の事業を縮小してでも、現行の事業に資源を集中し目的の達成を促進すべき

評価結果

１　次
【市（主管
局）】

　　外国人市民の増加・定住化が進み、外国人との交流形態が多様化する中、市民の国際理解やともにま
ちづくりを進めていくことが求められる。
　このような状況の中、本事業の必要性・有効性はますます高まっているものであり、継続的に取り組むことが
重要である。今後は、中心的な機能を担うさがみはら国際交流ラウンジの機能拡充が課題である。

１次評価

現状維持

2　次
【経営評価
委員会】

(評価理由)
　本市には、多くの外国人が定住しており、労働者不足解消策の一つとして、今後、外国人の増加は続くと
考えられるため、引き続き外国人に対する支援を継続していただきたい。

(意見)
○日本では多くの民族と共存して生活する歴史を持たない。それ故に、価値観・風習・宗教などが異なる外
国人との交流の場（家族交流、ホームスティ）を提供するなどの交流を拡大する施策立案を望む。
○国際化の推進には、国際対応ができる日本人を増やすことが大事である。
○他地区に拡大する前に、国際交流ラウンジの機能や意義の検証が必要である。

２次評価

現状維持

◎サブ指標の設定基準（次のア、イ又はウに該当する場合は、原則、サブ指標を設定することとする。）
ア　総合計画審議会からサブ指標を設定すべきであるとの指摘があった成果指標
イ　測定結果が出ていない成果指標
ウ　「取り組みの方向」を実現するに当たっての成果指標がないもの

■　「施策」、「めざす姿」、「取り組みの方向」、「成果指標」及び「事務事業」の体系

■　【参考１】基本計画で定めている成果指標を補完する指標（サブ指標）設定の該当状況
　　⇒サブ指標を設定している場合は成果指標とあわせて記載している

　【参考４】事務事業評価

事務事業名 国際交流推進事業 関連する施策を構成する事業名

評　価 評　価　の　内　容

成果指標 施策を構成する主な事業

国際交流推進事業

■　【参考３】他の部局との庁内横断的な取り組み

■　【参考２】部門別計画の審議会や区民会議からの意見・これに対する市の対応

市民と外国人市民が
交流している。

【指標41】
日常生活のなかで市民と外国人市民が交流して
いる割合

１　多文化共生の推進

２　国際交流・協力の推進

取り組みの方向めざす姿

【サブ指標を設定できない理由】（※上記基準に該当するにもかかわらず、設定できない場合のみ記入）

国
際
化
の
推
進

施策名

国際交流推進事業



※中間（H26）：7.5％、最終（H31）：7.0％

※中間（H26）：50.2％、最終（H31）：53.0％

※中間（H26）：33.9％、最終（H31）：40.0％

※中間（H26）：●●、最終（H31）：●●

◆Ａ：年度別目標を（上回って）達成 ◆Ｂ：年度別の目標の値を８０%以上達成 ◆Ｃ：年度別の目標の値を６０%以上達成
◆Ｄ：年度別の目標の値が６０%未満 ◆―：今年度は成果指標の測定ができないもの

47.6

53.1 51.2 51.1 49.4

【指標３】

21022

基準値（H21年度）

目標設定の考え方

26.7

基準値（H20年度）

達成率(b/a) %

目標設定の考え方

指標と説明

目標値(a)

48.8

結果の分析

B

結果の分析

市「男女共同参画推進条例」でめざしている40％を目標として設定しました。

Ｈ２３年度Ｈ２２年度 Ｈ２５年度

31.5

Ｈ２４年度 Ｈ２５年度

Ｈ２４年度

32.7

Ｈ２５年度

【指標44】市審議会等における女性委員割合
⇒あらゆる分野において男女共同参画が進んでいるかを見る指標【単位：％】

30.329.1

基準値（H20年度）

Ｈ２２年度

49.2 49.748.4

99.4

指標と説明

目標設定の考え方

達成率(b/a) %

27.8

■　【参考１】基本計画で定めている成果指標を補完する指標（サブ指標）

人権尊重思想の普及高揚を図るた
め、法務局及び人権擁護委員とも連
携し、市民等への啓発事業を実施し
た。今回の調査では目標を達成してい
るが、近年は、いじめや虐待、インター
ネット等の様々な社会的要因が人権
侵害につながるケースも考えられ今後
も継続的に啓発事業に取組んでいく。

6.4

人権教育・啓発により、市民の間に人権尊重の意識も高まり、人権侵害を受けたと感じる市民が増えると予
想され、他の自治体の調査においてもその傾向にあるなかで、人権の重要性を考慮して減少することをめ
ざし、10年間で1ポイント減少することを目標として設定しました。

7.9

8.0

8.0 7.8 7.7

Ｈ２３年度

7.6

■　基本計画で定めている指標と各年度の目標及び実績

指標と説明

Ｈ２４年度

7.3

Ｈ２５年度基準値（H20年度）

施策コード

人権と世界平和を尊重し、ともに生きる社会をつくります

人権尊重・男女共同参画の推進

市民局

施 策 名

○市民が互いに人権を尊重している。

22

政策の基本方向 NO 10

学びあい　人と地域をはぐくむ教育・文化都市

施策所管局

平成 年度

■　新・相模原市総合計画での位置づけ

26 総合計画　施策進行管理シート

目標値(a)

Ｈ２２年度

実績値(b)

基 本 目 標 ⅡNO

【指標１】

取り組みの
方向

【指標42】人権の侵害を受けていると感じている市民の割合
⇒市民の間に人権尊重の理念が深まり、根づいているかを見る指標【単位：％】

１　人権尊重のまちづくりの推進
　　様々な機会を通じて人権教育・人権啓発活動を進め、人権尊重に対する市民の理解を深めるとともに、市民、ＮＧ
Ｏ ･ＮＰＯ 、企業などの多様な主体の参画により、人権が尊重される社会の実現をめざします。
２　男女共同参画の推進
　　男女共同参画社会の実現に向け、意識啓発や人材育成を図り、あらゆる分野における男女共同参画を進めるとと
もに、仕事と生活の調和を促進します。
　　また、女性に対する様々な暴力をなくすため、ドメスティック・バイオレンス防止の啓発や相談事業の充実、自立に
向けた支援などの取り組みを進めます。

95.5

【サブ指標１】

目標値(a)

109.7

実績値(b)

達成率(a/b) %

実績値(b)

103.9

実績値(b) 28.2

Ｈ２３年度

B

104.9

29.1 32.0

97.9

目標設定の考え方

■　施策の目的・概要

結果の分析

A評　価

局 ・ 区 長 名

めざす姿

森　多可示NO

○男女が性別にかかわりなく、個性と能力を発揮できている。

達成率(a/b) %

6.8

114.7

指標と説明

【指標２】

目標値(a)

実績値の低下は、固定的性別役割分
担意識など、男女共同参画社会の実
現に向けての課題に対する認識の高
まりという過渡期としての側面も推察さ
れるため、引き続き男女共同参画の基
本計画に基づき、普及啓発を図る。

　目標値には到達できなかったが、審
議会所管課との事前協議や、局長職
によるヒアリングの実施など、女性委員
割合の向上に向けた取り組みの成果
が、実績値として示せたと考える。

結果の分析

93.1 92.4
評　価

評　価

Ｈ２４年度

評　価

98.8

Ｈ２３年度Ｈ２２年度

105.5

【指標43】家庭・地域・学校・職場などで男女平等であると思っている市民の割合
⇒様々な場面において男女が平等であるかを見る指標【単位：％】

市「男女共同参画プラン」の改定、ワーク・ライフ・バランスの推進や啓発活動の充実などに伴い、男女共
同参画社会の推進に取り組む市民が毎年約0.5 ポイント増加することを目標として設定しました。

118.8



≪施策を構成する主な事業（事務事業）の決算額≫ 【単位：千円】

245

5,3775,484

39,005

1,153

41,611

【地域福祉課】

1,213

男女共同参画推進事業

人権教育推進事業 【学校教育課】 2,203

5,3825,556

1,242

5,600

6

37,934【男女共同参画課】

【課】

5 【課】

【課】

38,221

7 【課】

8

人 件 費

H22年度 H23年度 H25年度

【単位：千円】

Ｈ２１年度 総事業費の増減分析Ｈ２２年度

■　施策推進のための経費（決算額）※Ｈ２５年度は見込額

44,529 45,642

37,752

45,063

82,281 72,288

38,740

Ｈ２３年度

30,114

Ｈ２４年度

47,233

Ｈ２５年度

48,963

25,055

事 業 費

74,160

4

①啓発事業の実施：12回
②人権啓発講演会の開催：１
回
③研修会の開催：１回

評
価

①８校で人権教育移動教室を開催
②予定通り３回の担当者会を実施

87,703

123

総事業費

100

①人権教育移動教室を８校で
開催
②人権・福祉教育担当者会を
年３回実施

75,177

　児童・生徒が様々な課題を自分の問題として認識するこ
とができるよう、人権と福祉尊重の精神を培い、豊かな心を
育む教育活動を推進するとともに、実践活動の一層の充
実を図ります。

人権教育推進事業

男女共同参画推進事業

【地域福祉課】

104

平成２５年度

【課】

実績（Do)・評価等（Check)

【課】

※職員１人あたりの人件費は、H21年度745万円、H22年度726万円、H23年度717万円、H24年度679万円、H25年度683万円として計算（人口は、毎年度10月1日現在の人口統計数値を使用）

【学校教育課】
①人権教育移動教
室を８校で開催
②人権・福祉教育担
当者会を年３回実施

5

【課】

【課】

事業の概要
指標・目標（Plan)

①啓発講座・研修等の開催：7
回
②啓発冊子の発行：5回

3

【男女共同参画課】

　男女が、互いにその人権を尊重し、個性と能力を十分に
発揮することができる男女共同参画社会の実現に向けた
啓発に取り組むとともに、ＤＶ被害者支援のための各種啓
発・相談事業を実施する。

施策を構成する事業名【所管課名】

7

115

6

人権啓発事業（人権啓発推進費）

　人権尊重思想の普及高揚のため、市民、職員等に対し
啓発を行う。

施策に対する市民１人あたりコスト
【単位：円】

事業名【所管課】
人権啓発事業（人権啓発
推進費）

H21年度

4

2

41,204

番号

3

男女共同参画社会の実現に向けた啓
発を行なうことができた。

①啓発講座・研修等
の開催：6回
②啓発冊子の発行：
5回
③ＤＶ被害者支援の
強化（相談体制の拡
充、情報保護の強
化）

評
価

平成２６年度
指標・目標
（Ｐｌａｎ）

①啓発事業の実施：
13回
②人権啓発講演会
の開催：１回
③研修会の開催：2
回

H24年度

実
績

1

実
績

実
績

評
価

実
績

①啓発講座・研修等の開催：8回
②啓発冊子の発行：5回

1

2

実
績

実
績

103

実
績

概ね目標とおりの事業を実施し、人権
尊重思想の普及を図ることができた。評

価

①啓発事業の実施：11回
②人権啓発講演会の開催：１回
③研修会の開催：2回

児童・生徒の人権と福祉を尊重する精
神を培うことができた。

事業費、人件費ともほぼ横ばいであ
る。

28,518

実
績

■　施策を構成する主な事業（事務事業）の取組結果（Ｐｌａｎ・Ｄｏ・Ｃｈｅｃｋ）

評
価

8

【課】

評
価

評
価

【課】



Ａ：施策の目標達成に向けて十分に事業の効果が現れている Ｂ：施策の目標達成に向けて一部の事業の取組に改善が必要

Ｃ：施策の目標達成に向けて事業の取組に大幅な改善が必要

●相模原市人権施策推進指針に基づき、あらゆる分野における人権施策の推進を図るとともに、今後も人権尊重思想の普及高揚を
図るため、継続的に啓発事業に取組む必要がある。

●指標3「市審議会の女性委員割合」については、目標到達とはならなかったものの、審議会所管課との事前協議や、局長職によるヒ
アリングを実施するなど、女性委員割合の向上に向けた取り組みを強化しており、６年連続でその割合を上昇させることができた。

■　総合分析及び市の自己評価（１次評価）（Ｃｈｅｃｋ）

■前年度の１次評価で示した改善策の取組結果（Ａｃｔ）

２次評価

■　２次評価（総合計画審議会意見）（Ｃｈｅｃｋ）

●人権啓発は、繰り返し行うことが大切であることから、今後においても、福祉分野、教育分野、人権擁護委員等との連携を図り、市
民の人権尊重の意識を高めるため、啓発に取組んでいく。

●指標2、3の実績値等から、男女共同参画意識の普及啓発や、政策決定過程への女性の参画促進等、男女共同参画社会の実現
に向けた取り組みを、今後も進めていく必要がある。

○人権啓発事業や人権教育推進事業により人権尊重思想の普及を図るなどにより、人権に係る目標は達成している。一方、男女共
同参画に係る目標は達成に至っていないが、審議会等における女性委員の割合については、事前協議制の実施を開始したことなど
により、平成25年度は2.9％の増加が図れており、1次評価をＢ評価とした。

●ＤＶ（配偶者等からの暴力）に関する事案は、深刻な被害を招くことが多く、被害者保護に向けた取り組みを進めていく必要があ
る。

【平成２５年度の取組についての総合評価】

【今後の具体的な改善策】

●審議会等の女性委員割合のさらなる向上を目指すとともに、男女共同参画施策を一層推進するため、庁内の推進体制を強化する
施策を検討・実施する。

【現状・課題認識】

１次評価

●ＤＶ被害者支援に向けて、相談体制の充実（相談日時の拡大）を図るとともに、庁内連携を図り、被害者支援や被害者情報保護の
強化に向けた取り組みを進める。

●人権啓発事業については、悪天候のため屋外での人権メッセージ展を中止したことにより、目標を下回った。講演会については、
人権について分りやすい内容で市民を対象に実施した。研修会については、市職員に加え民生委員児童委員、人権擁護委員等を
対象に実施し、指定管理者に対する研修も実施した。

B

・人権啓発事業の実施に当たっては、法務局、人権擁護委員等と連携し継続的に取組んだ。人権の花運動では、法務局及び人権
擁護委員に加え、教育委員会とも連携し、人権教室を含めて行うなど効果的に事業を実施した。
・市審議会における女性委員の割合については、その数値を上昇させることできた。ＤＶ被害者支援については、情報保護の強化や
相談体制の拡充（相談日時の拡大、H26年度から実施）を図った。

●人権教育推進事業では、人権教育移動教室を実施し、小・中学生の心に響く講義が行われ、人権についての理解が深められた。
また、人権・福祉教育担当者会では、人権課題についての理解と、学校における人権教育の進め方や啓発について、研修を交えて
実施することができた。

20

22.5

25

27.5

30

32.5

35

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

（％） 審議会等の女性委員割合の推移



□上記基準に該当する（□ア　□イ　□ウ）
■上記基準に該当しない

■

■　【参考３】他の部局との庁内横断的な取り組み

■　【参考２】部門別計画の審議会や区民会議からの意見・これに対する市の対応

　男女共同参画の推進やＤＶ被害者支援等のための、福祉や教育を含む関係機関を構成員とした庁内外組織会議を展開し、連携
を図っている（「男女共同参画推進会議」、「配偶者等からの暴力に対する関係機関連携会議」）。また、ＤＶ相談支援センター事業に
ついては、関連部局の機関とともに運営し、被害者支援にあたっている。

■　【参考１】基本計画で定めている成果指標を補完する指標（サブ指標）設定の該当状況
　　⇒サブ指標を設定している場合は成果指標とあわせて記載している

　【参考４】事務事業評価
事務事業名

【サブ指標を設定できない理由】（※上記基準に該当するにもかかわらず、設定できない場合のみ記入）

関連する施策を構成する事業名

１　次
【市（主管
局）】

◎サブ指標の設定基準（次のア、イ又はウに該当する場合は、原則、サブ指標を設定することとする。）
ア　総合計画審議会からサブ指標を設定すべきであるとの指摘があった成果指標
イ　測定結果が出ていない成果指標
ウ　「取り組みの方向」を実現するに当たっての成果指標がないもの

２次評価

評　価 評　価　の　内　容 評価結果

１次評価

2　次
【経営評価
委員会】



廃止：事業を廃止すべき　　　再構築：現行の事業を廃止し、別の方法により目的の達成を図るべき。事業実施を民間等に委ねるべき

改善・縮小：現行の事業を残し、事業の内容を改善することで、目的の達成を図るべき。過剰に投入されている資源を縮小すべき

現状維持：見直しを要さない　　　拡充：他の事業を縮小してでも、現行の事業に資源を集中し目的の達成を促進すべき

【指標43】家庭・地域・学校・職場などで男女
平等であると思っている市民の割合
【指標44】市審議会等における女性委員割合

市民が互いに人権を
尊重している。

【指標42】人権の侵害を受けていると感じてい
る市民の割合

人権啓発事業（人権啓発推進費）

人権教育推進事業
１　人権尊重のまちづくり
の推進

２　男女共同参画の推進

取り組みの方向めざす姿
人
権
尊
重
・
男
女

共
同
参
画
の
推
進

施策名 成果指標 施策を構成する主な事業

男女共同参画推進事業男女が性別にかかわ
りなく、個性と能力
を発揮できている。

■　「施策」、「めざす姿」、「取り組みの方向」、「成果指標」及び「事務事業」の体系

2　次
【経営評価
委員会】

２次評価

評　価 評　価　の　内　容 評価結果

１　次
【市（主管
局）】

事務事業名 関連する施策を構成する事業名

１次評価



※中間（H26）：28.5％、最終（H31）：33.3％

※中間（H26）：●●、最終（H31）：●●

※中間（H26）：●●、最終（H31）：●●

※中間（H26）：●●、最終（H31）：●●

◆Ａ：年度別目標を（上回って）達成 ◆Ｂ：年度別の目標の値を８０%以上達成 ◆Ｃ：年度別の目標の値を６０%以上達成
◆Ｄ：年度別の目標の値が６０%未満 ◆―：今年度は成果指標の測定ができないもの

【指標３】

10923

Ｈ２３年度

評　価

評　価

結果の分析

目標設定の考え方

基準値（H20年度）

達成率(a/b) %

Ｈ２５年度

Ｈ２５年度

Ｈ２２年度

Ｈ２２年度

結果の分析

Ｈ２４年度

Ｈ２４年度

Ｈ２３年度

Ｈ２５年度基準値（H20年）

Ｈ２３年度

指標と説明

目標設定の考え方

達成率(b/a) %

基準値（H21年度）

基準値（H20年度）

「市民平和のつどい」では、平成２３年
度から小中学生を対象とした「平和ポス
ターコンテスト」を実施しているが、市民
アンケートは２０歳以上を対象としてお
り、実績値には反映されていない。この
ため、実際には平和に関する活動の割
合は、実績値よりも高いものと思われ
る。

23.1

世界平和に関する具体的な活動をする人の割合を4人に1人から3人に1人とすること
を目標として設定しました。

25.2
25.7

23.6 26.0 26.8

Ｈ２２年度

23

実績値(b)

【指標45】世界平和の実現に向けた取り組みに参加している市民の割合
⇒世界平和の実現をめざした社会づくりが進んでいるかを見る指標【単位：％】

１　平和意識の普及啓発活動の推進
　　世界平和の実現に向け、核兵器廃絶平和都市宣言を踏まえた、「市民平和のつどい」の開催を通じ、平和意識の普
及啓発を図るなど、世界平和に貢献する活動を進めます。

■　基本計画で定めている指標と各年度の目標及び実績

指標と説明

Ｈ２４年度

22.7

Ｈ２５年度

NO

局 ・ 区 長 名

めざす姿

大房　薫

NO

NO

人権と世界平和を尊重し、ともに生きる社会をつくります

世界平和の尊重

総務局

平成 年度

■　新・相模原市総合計画での位置づけ

26 総合計画　施策進行管理シート
施策コード

【指標１】

取り組みの
方向

施 策 名

○市民が世界平和をめざした社会づくりをしている。

10

学びあい　人と地域をはぐくむ教育・文化都市

施 策所 管局

基 本 目 標 Ⅱ

目標値(a)

実績値(b)

達成率(a/b) %

目標値(a)

【サブ指標１】

実績値(b)

目標設定の考え方

指標と説明

目標値(a)
実績値(b)

■　【参考１】基本計画で定めている成果指標を補完する指標（サブ指標）

結果の分析

政策の基本方向

目標設定の考え方

■　施策の目的・概要

結果の分析

B評　価

達成率(a/b) %

27.6
106.2

指標と説明

【指標２】

目標値(a)

27.6

Ｈ２４年度

評　価

Ｈ２３年度Ｈ２２年度

102.0 84.7 83.7



≪施策を構成する主な事業（事務事業）の決算額≫ 【単位：千円】

【課】

【課】

【課】

【渉外課】 3,1612,933 2,8912,676

5

【課】

6

【課】

【課】

人 件 費

H22年度 H23年度 H25年度

総事業費の増減分析

3,802

Ｈ２１年度

■　施策推進のための経費（決算額）※Ｈ２５年度は見込額

若年層における平和思想の普及啓
発を図るため、全市立小中学校へ
平和学習用資料の配布を行ったた
め、事業費が増額となった。

2,933 2,891

4,066

6,985

4,172

Ｈ２３年度

4,015

Ｈ２４年度

3,161

Ｈ２５年度

3,557 2,676

Ｈ２２年度

事 業 費

6,693

4

「市民平和のつどい」関連事
業について、小中学校全校に
周知するとともに、高校生・大
学生などさらに幅広い年齢層
の参加方策を検討する。

評
価

7,729総事業費 6,691

【渉外課】

9

3

6,999

【課】

実績（Do)・評価等（Check)

10

【課】

※職員１人あたりの人件費は、H21年度745万円、H22年度726万円、H23年度717万円、H24年度679万円、H25年度683万円として計算（人口は、毎年度10月1日現在の人口統計数値を使用）

11

【課】

平成２５年度

市内全小中学校へのポスターコンテスト
参加呼びかけ及び全市立小中学校へ
の平和学習用資料配布を通じ、若年層
に平和思想の普及啓発を図ることがで
きた。

評
価

小中学生対象の平和ポスターコンテスト
及び平和大使の派遣を実施した。また、
「2013 市民平和のつどい」における「広
島平和大使派遣事業報告」や被爆体験
者証言のDVD及び広島市・長崎市が推
奨する平和図書を平和学習用資料とし
て、全市立小中学校へ配布した。

【課】

7

10

6

平和思想普及啓発事業

「市民平和のつどい」の開催などを通じ、平和思想の
普及啓発を図る。

施策に対する市民１人あたりコスト
【単位：円】

【課】

事業の概要

番号

3

3,557

事業名【所管課】

平和思想普及啓発事業

H21年度

4

2

評
価

平成２６年度
指標・目標
（Ｐｌａｎ）

核兵器廃絶平和都
市宣言30周年記念
事業を実施する。長
崎市との共催による
戦争･原爆被災展を
市立博物館において
開催するなど、「市民
平和のつどい」の内
容の充実を図る。

H24年度

実
績

1

実
績

実
績

評
価

実
績

1

2

7 【課】

8

実
績

評
価

実
績

■　施策を構成する主な事業（事務事業）の取組結果（Ｐｌａｎ・Ｄｏ・Ｃｈｅｃｋ）

9

実
績

施策を構成する事業名【所管課名】

指標・目標（Plan)

【単位：千円】

3,824

8

【課】 実
績

評
価

5

【課】

評
価

評
価



Ａ：施策の目標達成に向けて十分に事業の効果が現れている Ｂ：施策の目標達成に向けて一部の事業の取組に改善が必要
Ｃ：施策の目標達成に向けて事業の取組に大幅な改善が必要

■　総合分析及び市の自己評価（１次評価）（Ｃｈｅｃｋ）

■前年度の１次評価で示した改善策の取組結果（Ａｃｔ）

２次評価

B

全市立小中学校への平和学習用資料配布を通じ、若年層に平和思想の普及啓発を図ることができた。

■　２次評価（総合計画審議会意見）（Ｃｈｅｃｋ）

風化しつつある戦争の悲惨さを伝えるため、「平和のつどい」関連事業について小中学校全校に周知するとともに、高校生・大学生な
どさらに幅広い年齢層の参加方策を検討するなど、事業の実施について引き続き市民平和のつどい実行委員会とともに検討する。

【現状・課題認識】

１次評価

【今後の具体的な改善策】

【平成２５年度の取組についての総合評価】

　本市は、昭和59年12月、「相模原市核兵器廃絶平和都市」を宣言し、以後、毎年「市民平和のつどい」を開催し、平和思想の普及啓
発に努めている。
　平成16年度からは多様化する市民の考え方を「市民平和のつどい」に反映させるため、市民団体選出や公募市民の方々で組織した
実行委員会により、このつどいの企画立案を行っているが、さらに幅広い世代の参加を増やしていくことが課題となっていることから、引
き続き各種イベント等の実施により平和思想の普及啓発に努める必要がある。

・平成25年度は、戦争の悲惨さ、実相を伝えるため、シティプラザはしもと、あじさい会館、南合同庁舎において、「平和・原爆ポスター
展」を開催したほか、「映画上映会／被爆体験者のお話」を開催し、多くの方が来場した。
・　11月に開催された「広島平和大使派遣報告」や「神田香織さん講談」における来場者アンケートでは、来年も参加したいとの回答が
多数あり、好評であった。
・小中学生を対象とした「平和ポスターコンテスト」や「広島平和大使派遣」など、学校教育と連携した事業を昨年度に引き続き実施する
とともに、全市立小中学校への平和学習用資料を配布することにより、若年層に平和思想の普及啓発を図ることができた。

○成果指標における目標値は達成できなかったが、若年層への普及啓発として重要な取組である学校教育と連携した事業を評価する
とともに、各イベントでのアンケート結果が好評であったことから、１次評価をＢとした。



□上記基準に該当する（□ア　□イ　□ウ）

■上記基準に該当しない

■

【サブ指標を設定できない理由】（※上記基準に該当するにもかかわらず、設定できない場合のみ記入）

■　【参考３】他の部局との庁内横断的な取り組み

■　【参考２】部門別計画の審議会や区民会議からの意見・これに対する市の対応

■　【参考１】基本計画で定めている成果指標を補完する指標（サブ指標）設定の該当状況
　　⇒サブ指標を設定している場合は成果指標とあわせて記載している

　【参考４】事務事業評価

◎サブ指標の設定基準（次のア、イ又はウに該当する場合は、原則、サブ指標を設定することとする。）
ア　総合計画審議会からサブ指標を設定すべきであるとの指摘があった成果指標
イ　測定結果が出ていない成果指標
ウ　「取り組みの方向」を実現するに当たっての成果指標がないもの

評　価　の　内　容 評価結果

2　次
【経営評価
委員会】

２次評価

事務事業名 関連する施策を構成する事業名

評　価

１　次
【市（主管
局）】

１次評価



廃止：事業を廃止すべき　　　再構築：現行の事業を廃止し、別の方法により目的の達成を図るべき。事業実施を民間等に委ねるべき

改善・縮小：現行の事業を残し、事業の内容を改善することで、目的の達成を図るべき。過剰に投入されている資源を縮小すべき

現状維持：見直しを要さない　　　拡充：他の事業を縮小してでも、現行の事業に資源を集中し目的の達成を促進すべき

世
界
平
和
の

尊
重

市民が世界平和をめざ
した社会づくりをして
いる。

１　平和意識の普及啓発活
動の推進

【指標45】世界平和の実現に向けた取り組みに
参加している市民の割合

平和思想普及啓発事業

施策名 取り組みの方向めざす姿 成果指標 施策を構成する主な事業

■　「施策」、「めざす姿」、「取り組みの方向」、「成果指標」及び「事務事業」の体系

2　次
【経営評価
委員会】

２次評価

事務事業名 関連する施策を構成する事業名

評　価 評　価　の　内　容

１　次
【市（主管
局）】

１次評価
評価結果


